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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも結着樹脂、着色剤、離型剤、及び下記式（Ｉ）で示されるヒドロキシカルボ
ン酸と２価又は３価の金属との化合物を含有するトナーであって、該着色剤がＣ．Ｉ．ｄ
ｉｓｐｅｒｓｅ　Ｙｅｌｌｏｗ　４２，６４，２０１，および２１１からなるグループか
ら選択されるイエロー着色剤であり、該トナーのテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）の可溶成
分のゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）における重量平均分子量が１０
０００乃至６０００００であり、フロー式粒子像測定装置で計測される該トナーの平均円
形度が０．９２０乃至０．９９５で、円形度標準偏差が０．０４０未満であるを有するこ
とを特徴とするイエロートナー。
【外１】
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　式中、Ｒ１とＲ２は、同一であっても異なっていても良く、各々、水素原子、直鎖又は
分岐したアルキル基、アルケニル基、アルコキシ基、ハロゲン原子、ニトロ基、シアノ基
、アミノ基、カルボキシル基及び水酸基からなるグループから選ばれる置換基を示し、ｍ
及びｎは０乃至５の整数を示す。
【請求項２】
該着色剤がＣ．Ｉ．ｄｉｓｐｅｒｓｅ　Ｙｅｌｌｏｗ　２０１であることを特徴とする請
求項１に記載のイエロートナー。
【請求項３】
該着色剤が、該結着樹脂１００質量部当たり１乃至１５質量部含有されていることを特徴
とする請求項１または２に記載のイエロートナー。
【請求項４】
該着色剤が、該結着樹脂１００質量部当たり２乃至１０質量部含有されていることを特徴
とする請求項１または２に記載のイエロートナー。
【請求項５】
該トナーのフロー式粒子像測定装置で計測される個数基準の円相当径－円形度スキャッタ
グラムにおける円相当個数平均径Ｄ1（μｍ）が２乃至１０μｍであることを特徴とする
請求項１乃至４のいずれかに記載のイエロートナー。
【請求項６】
該トナーのテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）の可溶成分のゲルパーミエーションクロマトグ
ラフィー（ＧＰＣ）における重量平均分子量が５００００乃至４０００００であることを
特徴とする請求項１乃至５のいずれかに記載のイエロートナー。
【請求項７】
該離型剤が、該結着樹脂１００質量部当たり１乃至４０質量部含有されていることを特徴
とする請求項１乃至６のいずれかに記載のイエロートナー。
【請求項８】
該離型剤が、該結着樹脂１００質量部当たり３乃至３０質量部含有されていることを特徴
とする請求項１乃至６のいずれかに記載のイエロートナー。
【請求項９】
該トナーの円形度が０．９６５乃至０．９９０で、円形度標準偏差が０．０３５未満であ
ることを特徴とする請求項１乃至８のいずれかに記載のイエロートナー。
【請求項１０】
前記フロー式粒子像測定装置で計測されるトナーの個数基準の円相当径－円形度スキャッ
タグラムにおいて、該トナーが円形度０．９５０未満のトナー粒子が１５個数％以下であ
ることを特徴とする請求項１乃至９のいずれかに記載のイエロートナー。
【請求項１１】
　少なくとも結着樹脂、着色剤、離型剤、及び下記式（Ｉ）で示されるヒドロキシカルボ
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ン酸と２価又は３価の金属との化合物を含有するトナーからなるフルカラー画像形成方法
において、該トナーのうち、イエロートナー中のイエロー着色剤がＣ．Ｉ．ｄｉｓｐｅｒ
ｓｅ　Ｙｅｌｌｏｗ　４２，６４，２０１，および２１１からなるグループから選択され
るイエロー着色剤であり、該トナーのテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）の可溶成分のゲルパ
ーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）における重量平均分子量が１００００乃至
６０００００であり、フロー式粒子像測定装置で計測される該トナーの平均円形度が０．
９２０乃至０．９９５で、円形度標準偏差が０．０４０未満であるを有することを特徴と
するフルカラー画像形成方法。
【外２】

　式中、Ｒ１とＲ２は、同一であっても異なっていても良く、各々、水素原子、直鎖又は
分岐したアルキル基、アルケニル基、アルコキシ基、ハロゲン原子、ニトロ基、シアノ基
、アミノ基、カルボキシル基及び水酸基からなるグループから選ばれる置換基を示し、ｍ
及びｎは０乃至５の整数を示す。
【請求項１２】
該着色剤がＣ．Ｉ．ｄｉｓｐｅｒｓｅ　Ｙｅｌｌｏｗ　２０１であることを特徴とする請
求項１１に記載のフルカラー画像形成方法。
【請求項１３】
該トナーのうち、マゼンタトナー中のマゼンタ着色剤がキナクリドン系及び／またはアゾ
系であり、シアントナー中のシアン着色剤がフタロシアニン系であり、且つ、該トナーの
テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）の可溶成分のゲルパーミエーションクロマトグラフィー（
ＧＰＣ）における重量平均分子量が１００００乃至６０００００であり、フロー式粒子像
測定装置で計測される該トナーの平均円形度が０．９２０乃至０．９９５で、円形度標準
偏差が０．０４０未満であることを特徴とする請求項１１又は１２に記載のフルカラー画
像形成方法。
【請求項１４】
該着色剤においてマゼンタ着色剤がキナクリドン系の固溶体顔料であり、シアン着色剤が
銅フタロシアニンであることを特徴とする請求項１３に記載のフルカラー画像形成方法。
【請求項１５】
該着色剤においてマゼンタ着色剤がＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　ＲＥＤ　１２２及びＣ．Ｉ
．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　１９またはＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　ＲＥＤ　２０２
及びＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　１９の固溶体顔料であり、シアン着色剤が
Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５であることを特徴とする請求項１３または１４
に記載のフルカラー画像形成方法。
【請求項１６】
該着色剤が、該結着樹脂１００質量部当たり１乃至１５質量部含有されていることを特徴
とする請求項１１乃至１５のいずれかに記載のフルカラー画像形成方法。
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【請求項１７】
該着色剤が、該結着樹脂１００質量部当たり２乃至１０質量部含有されていることを特徴
とする請求項１１乃至１５のいずれかに記載のフルカラー画像形成方法。
【請求項１８】
該トナーのフロー式粒子像測定装置で計測される個数基準の円相当径－円形度スキャッタ
グラムにおける円相当個数平均径Ｄ1（μｍ）が２乃至１０μｍであることを特徴とする
請求項１１乃至１７のいずれかに記載のフルカラー画像形成方法。
【請求項１９】
該トナーのテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）の可溶成分のゲルパーミエーションクロマトグ
ラフィー（ＧＰＣ）における重量平均分子量が５００００乃至４０００００であることを
特徴とする請求項１１乃至１８のいずれかに記載のフルカラー画像形成方法。
【請求項２０】
該離型剤が、該結着樹脂１００質量部当たり１乃至４０質量部含有されていることを特徴
とする請求項１１乃至１９のいずれかに記載のフルカラー画像形成方法。
【請求項２１】
該離型剤が、該結着樹脂１００質量部当たり３乃至３０質量部含有されていることを特徴
とする請求項１１乃至１９記載のいずれかのフルカラー画像形成方法。
【請求項２２】
該トナーの平均円形度が０．９６５乃至０．９９０で、円形度標準偏差が０．０３５未満
であることを特徴とする請求項１０乃至１９のいずれかに記載のフルカラー画像形成方法
。
【請求項２３】
前記フロー式粒子像測定装置で計測されるトナーの個数基準の円相当径－円形度スキャッ
タグラムにおいて、該トナーが円形度０．９５０未満のトナー粒子が１５個数％以下であ
ることを特徴とする請求項１１乃至２２に記載のフルカラー画像形成方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、電子写真法、静電記録法、磁気記録法、トナージェット法に用いられるイエロ
ートナー及びフルカラー画像形成方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、デジタルフルカラー複写機やプリンターが実用化され、解像力・階調性はもとより
色ムラのない色再現性に優れた高画質画像が得られるようになってきた。
【０００３】
デジタルフルカラー複写機においては、色画像原稿をＢ（ブルー）・Ｇ（グリーン）・Ｒ
（レッド）の各色フィルターで色分解した後、オリジナル画像に対応した２０μｍ～７０
μｍのドット径からなる潜像をＹ（イエロー）・Ｍ（マゼンタ）・Ｃ（シアン）・ＢＫ（
ブラック）の各色現像剤を用い減色混合作用を利用して現像するが、白黒複写機と較べ多
量の現像剤を感光体から転写材に転写させる必要があることや、将来の更なる高画質化に
対応すべく、より微小ドットに対応した現像剤の微小粒径化の要求が予想される。
【０００４】
しかし高画質化の要求に伴いトナー粒径を小さくすると、フルカラー画像の解像力や鮮映
度は確かに満足のいく方向となるが、微粒子化に伴って様々な影響があることが分かって
きた。
【０００５】
それは、トナー粒径を小さくするとそれだけ着色剤の偏在により、帯電特性が影響を受け
やすくなるという問題が生じてくるということである。
【０００６】
また、近年複写装置は、単なる一般にオリジナル原稿を複写するための事務処理用複写機
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というだけでなく、コンピュータの出力としてのプリンターあるいは個人向けのパーソナ
ルコピーという分野で使われ始めた。
【０００７】
このようなレーザービームプリンターに代表される分野以外にも、基本エンジンを応用し
た普通紙ファックスへの展開も急激に発展をとげつつある。
【０００８】
特に、今後急速な市場の伸びが考えられるパーソナルコンピュータ用のカラープリンター
、パーソナルカラーコピーにおいてはより小型、より軽量、より高速、より高画質、そし
てより高信頼性への要求が強い。さらに本分野では、普通紙以外の様々なメディアへの出
力が求められている。そのような状況であるので、トナーに要求される性能としては、環
境安定性、耐久性のみならず、メディアによる画像品質の変化がないことも挙げられるよ
うになってきた。
【０００９】
したがって、カラー画像形成用トナーは、良好な帯電特性、過酷環境での耐久性などの従
来通り求められてきた基本性能が満たされると同時に、自身の色再現範囲をさらに向上さ
せることが必要不可欠であろう。
【００１０】
今日、当該技術分野においては、イエロートナー用着色剤として数多くのものが知られて
いる。（例えばソルベントイエロー１１２として特許文献１参照、ソルベントイエロー１
６０として特許文献２参照、ソルベントイエロー１６２として特許文献３参照、ベンジジ
ン系イエロー顔料として特許文献４参照、モノアゾ系イエロートナーとして特許文献５参
照、ピグメントイエロー１２０，１５１，１５４，１５６等の顔料として特許文献６参照
）。
【００１１】
又、トナーに電荷を保有せしめる為には、トナーの成分である樹脂の摩擦帯電性を利用す
ることもできるが、この方法ではトナーの帯電が安定しないので、濃度の立ち上がりが遅
く、カブリ易い。そこで、所望の摩擦帯電性をトナーに付与する為に帯電制御剤を添加す
ることが行われている。
【００１２】
今日、当該時術分野で知られている帯電制御剤としては、負摩擦帯電性帯電制御剤として
、モノアゾ染料の金属錯塩、ヒドロキシカルボン酸、ジカルボン酸、芳香族ジオール等の
金属錯塩、酸成分を含む樹脂等が知られており、ベンジル酸化合物を用いることも提案さ
れている。（例えば、特許文献７～１０参照）。
【００１３】
更に、ベンジル酸化合物を含有するイエロートナーに関しても提案されている。（例えば
特許文献１１～１３参照）
【００１４】
【特許文献１】
特開平２－２０７２７３号公報
【特許文献２】
特開平２－２０７２７４号公報
【特許文献３】
特開平８－３６２７５号公報
【特許文献４】
特開昭５０－６２４４２号公報
【特許文献５】
特開平２－８７１６０号公報
【特許文献６】
特開平２－２０８６６２号公報
【特許文献７】
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特開昭６２－６３９４１号公報
【特許文献８】
特開平２－２２１９６７号公報
【特許文献９】
特開平３－３９９７３号公報
【特許文献１０】
特開平５－７２８１２号公報
【特許文献１１】
特開２００１－１０９１９３号公報
【特許文献１２】
特開２００１－１０９１９４号公報
【特許文献１３】
特開２００１－１０９１９６号公報
【００１５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、前述の如き問題点を解決し得るトナー及びフルカラー画像形成方法を提
供することにある。
【００１６】
本発明の目的は、ＯＨＰ（オーバーヘッドプロジェクター）のイエロー投影画像の透明性
の優れたトナーおよび画像形成方法を提供することにある。
【００１７】
本発明の更なる目的は、高温高湿において、中抜けの少ない転写性の良好なトナーおよび
画像形成方法を提供することにある。
【００１８】
本発明の更なる目的は、高温環境に長期間曝されても劣化の少ないトナーを提供すること
にある。
【００１９】
本発明の更なる目的は、ＯＨＰ（オーバーヘッドプロジェクター）のフルカラー投影画像
において、透明性の優れたトナーおよび画像形成方法を提供することにある。
【００２０】
【課題を解決するための手段】
本発明は、少なくとも結着樹脂、着色剤、離型剤、及び下記式（Ｉ）で示されるヒドロキ
シカルボン酸と２価又は３価の金属との化合物を含有するトナーおよびフルカラー画像形
成方法であって、該着色剤がＣ．Ｉ．ｄｉｓｐｅｒｓｅ　Ｙｅｌｌｏｗ　４２，６４，２
０１，および２１１からなるグループから選択されるイエロー着色剤であり、該トナーの
テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）の可溶成分のゲルパーミエーションクロマトグラフィー（
ＧＰＣ）における重量平均分子量が１００００乃至６０００００であり、該イエロートナ
ーの平均円形度が０．９２０乃至０．９９５で、円形度標準偏差が０．０４０未満である
ことに関する。
【００２１】
【発明の実施の形態】
従来、長期にわたる安定した帯電量やＯＨＰシートの透明性の改善を目的として、ヒドロ
キシカルボン酸誘導体を含有するトナーが出願されている（特開平０７－０８４４０９、
特開平０８－２６２８００など）。しかしながらＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ
　１２，１４、Ｃ．Ｉ．ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　２１，７７，１１４、Ｃ．Ｉ．
ｄｉｓｐｅｒｓｅ　Ｙｅｌｌｏｗ　１６４などを用いたイエロー着色剤を用いた場合には
、先に挙げた項目に関して必ずしも満足のいくものではなかった。さらにフルカラー画像
形成においては、投影画像の鮮やかさの点でもまた十分な物ではなかった。
【００２２】
これに対して、本発明者らは鋭意検討をした結果、下記式（Ｉ）で示されるヒドロキシカ
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従来公知例よりも透明性を向上させることを見出した。
【００２３】
更に、上記組み合わせのイエロー着色剤、マゼンタ着色剤及びシアン着色剤を含有したト
ナーの、平均円形度及び円形度標準偏差をある範囲内にすることで、上記問題点を改善で
きることを見出した。
【外３】

【００２４】
式中、Ｒ1とＲ2は、同一であっても異なっていても良く、各々、水素原子、直鎖又は分岐
したアルキル基、アルケニル基、アルコキシ基、ハロゲン原子、ニトロ基、シアノ基、ア
ミノ基、カルボキシル基及び水酸基からなるグループから選ばれる置換基を示し、ｍ及び
ｎは０乃至５の整数を示す。
【００２５】
上記請求項の組み合わせにすることで、芳香族オキシカルボン酸と金属との化合物を用い
た場合と同等の帯電能力を保持できることに加えて、円形度標準偏差が小さいため、現像
転写される各トナー間の帯電量分布差が小さいイエロートナーを製造可能とした。これに
より高温高湿での連続通紙における現像性が安定し、加えて、帯電不良のトナーが現像さ
れることによって起こる中抜けについても改善されることがわかった。
【００２６】
さらに、上記のヒドロキシカルボン酸誘導体と着色剤とを組み合わせをすることで、従来
のカラートナー用帯電制御剤よりも、結着樹脂に弱架橋性が持たせられた。このため、連
続通紙によるトナー劣化に起因する現像性悪化の防止と、ＯＨＰ（オーバーヘッドプロジ
ェクター）における投影画像の透明性を改善することの両立が可能となった。
【００２７】
さらに、上記請求項の組み合わせの効果であるイエロートナー中における良好なヒドロキ
シカルボン酸誘導体の分散に加え、上記平均分子量が加味されることで、高温下に長期間
トナーが曝されても、外添剤がトナー表面へ埋め込まれることや、帯電制御剤の変性に起
因するトナー劣化を防止できることを見出した。
【００２８】
本発明のヒドロキシカルボン酸と２価又は３価の金属との化合物は、以下の構造が好まし
い。
【外４】
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【００２９】
式中、Ｒ1とＲ2は、同一であっても異なっていても良く、各々、水素原子、直鎖又は分岐
したアルキル基、アルケニル基、アルコキシ基、ハロゲン原子、ニトロ基、シアノ基、ア
ミノ基、カルボキシル基及び水酸基からなるグループから選ばれる置換基を示し、ｍ及び
ｎは０乃至５の整数を示す。
【００３０】
２価又は３価の金属は特に制限を受けるものではないが、好ましくは、Ｂ，Ｚｎ，Ｎｉ，
Ｃｏ，Ｍｎ，Ａｌが良い。さらに好ましくはＺｎ，Ａｌなどが帯電能力が高く良い。
【００３１】
カウンターイオンは特に制約を受けるものではなく、任意のものが使用できる。
【００３２】
例えば、水素、リチウム、ナトリウム、カリウム、アンモニウム、アルキルアンモニウム
などがある。
【００３３】
該金属化合物は、結着樹脂１００質量部当り、０．０１乃至１０質量部、より好ましくは
０．０５乃至５質量部使用するのが良い。
【００３４】
なお、ここで言う結着樹脂とは、一般の樹脂でも良いが、好ましくはビニル系樹脂が臨ま
れる。
【００３５】
添加量が０．０１質量部未満の場合には、帯電能が十分に出ず、初期画像から中抜けが悪
い。１０質量部を越える場合には、該金属化合物自身の分散が悪く、それに伴い、高温で
劣化のないトナーを製造するという目的が達成できなくなる。
【００３６】
本発明のトナーが仮に重合法の場合には、水相、油相のどちらかに該金属化合物を含有し
ても良い。
【００３７】
本発明のイエロー着色剤は、Ｃ．Ｉ．Ｄｉｓｐｅｒｓｅ　Ｙｅｌｌｏｗ　４２，６４，２
０１、および２１１から選択される。好ましくは、より投影画像の透明性に優れたＣ．Ｉ
．Ｄｉｓｐｅｒｓｅ　Ｙｅｌｌｏｗ　２０１が望まれる。
【００３８】
本発明のマゼンタ着色剤は、キナクリドン系及び／またはアゾ系であることが好ましく、
より好ましくはキナクリドン系の固溶体顔料であることが望まれる。固溶体顔料は一般に
顔料の製造過程の脱水工程、顔料化工程の前の工程で２種以上のマゼンタ顔料を混合した
後、脱水し顔料化するという工程によって得られる。固溶体の組み合わせとしては、その
構造の安定性や製造のし易さによりなるべく構造の近いものが組み合わせて使用される。
特に耐光性に優れ、着色力にも優れるという面より、下記に示す構造の置換キナクリドン
顔料と無置換キナクリドン顔料を組み合わせて使用する。例えば
マゼンタ固溶体顔料（１）：Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　１２２とＣ．Ｉ．Ｐｉｇ
ｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　１９との固溶体
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マゼンタの固溶体顔料（２）：Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　２０２とＣ．Ｉ．Ｐｉ
ｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　１９との固溶体
Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　１９はその結晶構造によって耐光性、着色力が
変化しやすいが、固溶体を形成することにより安定化する。さらに、固溶体の色相はＣ．
Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　１９の配合比や結晶化時の条件設定を変えることに
より顔料の彩度、明度を損なうことなく固溶体の色相空間を広げることが可能となる。固
溶体顔料の彩度及び着色力をより好ましい値にするためには該固溶体顔料中の置換キナク
リドン顔料と無置換キナクリドン顔料の配合比が８５：１５～３０：７０であることが好
ましく、より好ましくは８０：２０～５０：５０がよい。
【００３９】
本発明のシアン着色剤は、フタロシアニン系であることが好ましく、より好ましくは銅フ
タロシアニン系のＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５が望まれる。
【００４０】
該金属化合物と該マゼンタ着色剤及び該シアン着色剤とを組み合わせると、高温高湿にお
けるトナー乗り量が多い場合の定着性が著しく良化する。理由は現在のところ明確にはな
っていないが、該金属化合物の定着熱による昇華性が少ないことに起因していると考えて
いる。
【００４１】
該着色剤は、該結着樹脂１００質量部当たり１乃至１５質量部含有されていることが好ま
しく、より好ましくは２乃至１０質量部が良い。１質量部未満の場合には、画像濃度が十
分出ず、貧弱な画像となる。１５質量部を越える場合には、製造上問題をきたすことがあ
り、重合トナーの場合には、造粒性に悪影響を与え、均一な粒度分布が得られない。
【００４２】
以下に本発明の好ましいトナー物性を記載する。
【００４３】
フロー式粒子像測定装置で計測される該トナーの個数基準の円相当径－円形度スキャッタ
グラムにおいて、該トナーの円相当個数平均径Ｄ1（μｍ）が２乃至１０μｍであり、且
つ、該トナーの平均円形度が０．９２０乃至０．９９５で、円形度標準偏差が０．０４０
未満が好ましい。より好ましくは平均円形度が０．９６５乃至０．９９０で、円形度標準
偏差が０．０３５未満であることが良い。
【００４４】
前記フロー式粒子像測定装置で計測されるトナーの個数基準の円相当径－円形度スキャッ
タグラムにおいて、該トナーが円形度０．９５０未満のトナー粒子が１５個数％以下であ
ることが好ましい。
【００４５】
トナーの円相当個数平均径Ｄ1（μｍ）を２～１０μｍと小粒径化することにより、画像
の輪郭部分、特に文字画像やラインパターンの現像での再現性が良好なものとなる。しか
し、一般にトナー粒子を小粒径化すると必然的に微小粒子のトナーの存在率が高くなる為
、トナーを均一に帯電させることが困難となり画像カブリを生じるばかりか、静電潜像担
持体表面やトナー担持体への付着力が高くなり、結果として現像特性を悪化させた。
【００４６】
しかし、本発明のトナーは、円形度標準偏差が０．０４０未満、好ましくは０．０３５未
満とすることにより、現像性に関する問題を大幅に改善することが出来る。
【００４７】
その理由としては、本発明に係るヒドロキシカルボン酸と２価又は３価の金属との化合物
を含有するトナーであって、該着色剤との組み合わせをすることによって、トナー粒子に
好ましい帯電特性を各々のトナーに均一に与え、トナー層規制部材やトナー担持体から良
好な摩擦帯電付与とトナーの搬送力を受けることが出来る為、トナー担持体上のトナー帯
電量やトナーコート量を適切なものとすることが可能となるからだと考えている。
【００４８】
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又、トナー粒子の円形度頻度分布の平均円形度を０．９２０～０．９９５、好ましくは０
．９５０～０．９９５、より好ましくは０．９６５～０．９９０とすることにより、従来
では困難であった小粒径を呈するトナーの転写性が大幅に改善されると共に低電位潜像に
対する現像能力も格段に向上する。特に上記の如き傾向は、デジタル方式の微小スポット
潜像を現像する場合や中間転写体を用い多数回の転写を行うフルカラーの画像形成の際に
非常に有効で、画像形成装置とのマッチングも良好なものとなる。
【００４９】
本発明におけるトナーの円相当径、円形度、及びそれらの頻度分布とは、トナー粒子の形
状を定量的に表現する簡便な方法として用いたものであり、本発明ではフロー式粒子像測
定装置ＦＰＩＡ－１０００型（東亜医用電子社製）を用いて測定を行い、下式を用いて算
出した。
【外５】

【００５０】
ここで、「粒子投影面積」とは二値化されたトナー粒子像の面積であり、「粒子投影像の
周囲長」とは該トナー粒子像のエッジ点を結んで得られる輪郭線の長さと定義する。
【００５１】
本発明における円形度はトナー粒子の凹凸の度合いを示す指標であり、トナー粒子が完全
な球形の場合には１．０００を示し、表面形状が複雑になる程、円形度は小さな値となる
。
【００５２】
本発明において、トナーの個数基準の粒径頻度分布の平均値を意味する円相当個数平均径
Ｄ1（μｍ）と粒径標準偏差ＳＤｄは、粒度分布の分割点ｉでの粒径（中心値）をｄｉ、
頻度をｆｉとすると次式から算出される。
【外６】

【００５３】
又、円形度頻度分布の平均値を意味する平均円形度Ｃと円形度標準偏差ＳＤｃは、粒度分
布の分割点ｉでの円形度（中心値）をｃｉ、頻度をｆciとすると、次式から算出される。
【外７】
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【００５４】
具体的な測定方法としては、容器中に予め不純固形物などを除去したイオン交換水１０ｍ
ｌを用意し、その中に分散剤として界面活性剤、好ましくはアルキルベンゼンスルホン酸
塩を加えた後、更に測定試料を０．０２ｇ加え、均一に分散させる。分散手段としては、
超音波分散機ＵＨ－５０型（エスエムテー社製）に振動子として５φのチタン合金チップ
を装着したものを用い、５分間分散処理を行い、測定用の分散液とする。その際、該分散
液の温度が４０℃以上にならないように適宜冷却する。
【００５５】
トナー粒子の形状測定には、前記フロー式粒子像測定装置を用い、測定時のトナー粒子濃
度が３０００～１万個／μｌとなるように該分散液濃度を再調整し、トナー粒子を１００
０個以上計測する。計測後、このデータを用いてトナー粒子の円相当径や円形度頻度分布
等を求める。
【００５６】
該トナーのテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）の可溶成分のゲルパーミエーションクロマトグ
ラフィー（ＧＰＣ）における重量平均分子量が１００００乃至６０００００であり、より
好ましくは重量平均分子量が５００００乃至４０００００、さらに好ましくは重量平均分
子量が７００００乃至４０００００であることが良い。
【００５７】
重量平均分子量が１００００未満の場合には、耐久性が乏しくなり、高温放置によるトナ
ー劣化が発生し易くなる。重量平均分子量が６０００００を越える場合とＴＨＦの不溶成
分が６０％を越える場合には、定着温度でのトナーの溶融が十分に行えず、イエローの投
影画像がくすんでしまう。
【００５８】
トナーのＴＨＦ可溶分の分子量の測定方法について説明する。
【００５９】
ＧＰＣ測定用の試料は以下のようにして作製する。トナーをテトラヒドロフラン（ＴＨＦ
）中に入れ、数時間放置した後、十分振とうしＴＨＦと良く混ぜ、更に１２時間以上静置
する。このときＴＨＦ中への放置時間が２４時間以上となるようにする。その後、サンプ
ル処理フィルター（ポアサイズ０．４５～０．５μｍ、たとえば、マイショリディスクＨ
－２５－５　東ソー社製、エキクロディスク２５ＣＲ　ゲルマン　サイエンス　ジャパン
社製などが利用できる）を通過させたものを、ＧＰＣの試料とする。トナー濃度は、樹脂
成分が０．５～５ｍｇ／ｍｌとなるように調整する。
【００６０】
トナーのＴＨＦ可溶成分のＧＰＣによる分子量及び分子量分布は以下の方法で測定される
。４０℃のヒートチャンバ中でカラムを安定化させ、この温度におけるカラムに、溶媒と
してＴＨＦを毎分１ｍｌの流速で流し、ＴＨＦ試料溶液を約１００μｌ注入して測定する
。試料の分子量測定にあたっては、試料の有する分子量分布を、数種の単分散ポリスチレ
ン標準試料により作成された検量線の対数値とカウント数との関係から算出する。検量線
作成用の標準ポリスチレン試料としては、たとえば、東ソー社製あるいは、昭和電工社製
の分子量が１０2 ～１０7 程度のものを用い、少なくとも１０点程度の標準ポリスチレン
試料を用いるのが適当である。検出器にはＲＩ（屈折率）検出器を用いる。カラムとして
は、市販のポリスチレンジェルカラムを複数本組み合わせるのが良く、たとえば昭和電工
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社製のｓｈｏｄｅｘ　ＧＰＣ　ＫＦ－８０１，８０２，８０３，８０４，８０５，８０６
，８０７，８００Ｐの組み合わせや、東ソー社製のＴＳＫｇｅ１Ｇ１０００Ｈ（Ｈ XL）
，Ｇ２０００Ｈ（Ｈ XL），Ｇ３０００Ｈ（Ｈ XL），Ｇ４０００Ｈ（Ｈ XL），Ｇ５００
０Ｈ（Ｈ XL），Ｇ６０００Ｈ（Ｈ XL），Ｇ７０００Ｈ（Ｈ XL）ＴＳＫｇｕａｒｄｃｏ
ｌｕｍｎの組み合わせが挙げられる。特に、カラム構成は、昭和電工社製Ａ－８０１，８
０２，８０３，８０４，８０５，８０６及び８０７を連結したものが好ましい。
【００６１】
該トナーのＴＨＦの不溶成分が０乃至５０％であることが好ましい、より好ましくは、Ｔ
ＨＦの不溶成分が３％乃至３０％が良い。
【００６２】
ＴＨＦ不溶分の測定について説明する。
【００６３】
ＴＨＦ不溶分とは、トナー中のＴＨＦ溶媒に対して不溶性の物質の質量割合を示す。ＴＨ
Ｆ不溶分とは、以下のように測定された値をもって定義する。
【００６４】
トナーサンプル約１．０ｇを秤量し（Ｗ１ｇ）、円筒濾紙（例えば東洋濾紙製Ｎｏ．８６
Ｒ）に入れてソックスレー抽出器にかけ、溶媒としてＴＨＦ１００～２００ｍｌを用いて
６時間抽出し、ＴＨＦ溶媒によって抽出された可溶成分をエバポレートした後、１００℃
で数時間真空乾燥し、ＴＨＦ可溶樹脂成分量を秤量する（Ｗ２ｇ）。トナー中のＴＨＦ不
溶分は、下記式から求められる。
【００６５】
ＴＨＦ不溶分（質量％）＝（Ｗ１－Ｗ２）／Ｗ１＊１００
該トナーの離型剤量が、該結着樹脂１００質量部当たり１乃至４０質量部が好ましい、よ
り好ましくは３乃至３０質量部が良い。離型剤量が１質量部未満の場合には、高温側の定
着性が悪化し、ＯＨＰシートの定着の際にシートが定着ローラーに巻き付いてしまう。離
型剤量が４０質量部を越える場合には、トナーの流動性が悪化し、現像性及び転写性が急
激に悪化する。
【００６６】
該トナーのＭＥＬＴ　ＩＮＤＥＸ値（ＭＩ値：ｇ／１０ｍｉｎ）は、０．１乃至１００が
好ましい。より好ましくは１乃至８０が良い。
【００６７】
ＭＩ値が０．１未満の場合では定着温度においてもトナーが十分に溶融せず、イエローの
投影画像の透明性が悪く、かつくすむ。
【００６８】
ＭＩ値が１００を超える場合には、現像機内の現像剤パッキング部でトナー凝集物が発生
し易く、且つ外添物のトナー表面への埋め込みも大きいことから耐久での転写性が悪化す
る。
【００６９】
トナーのＭＩの測定値は、メルトインデクサーＬ２０３型（宝工業社製）を用いて、サン
プル４．０～５．０ｇ程度を秤量し、１２５℃で５分ホールド後、９８Ｎの荷重をかけ、
２分溶出量を測定し、その測定値を１０分値に換算することによって求める。
【００７０】
本発明のトナーは、凝集度が１～３０％、より好ましくは４～２０％であることが現像性
の点で好ましい。トナーの凝集度は、値が小さい場合にはトナーの流動性が高く、値が大
きい場合にはトナーの流動性が低いと判断され得る。
【００７１】
トナーの凝集度は、以下の方法で測定される。
【００７２】
パウダーテスター（ホソカワミクロン社製）の振動篩機を用い、１００ｍｅｓｈ（目開き
１４７μｍ）、２００ｍｅｓｈ（同７４μｍ）、４００ｍｅｓｈ（同３８μｍ）の篩を目
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開の狭い順に重なる様に、即ち、１００ｍｅｓｈが最上位となる様に、４００ｍｅｓｈ、
２００ｍｅｓｈ、１００ｍｅｓｈの篩の順に重ねてセットする。このセットした１００ｍ
ｅｓｈの篩上に試料を加え、振動台への入力電圧が１５Ｖになる様にし、その際の振動台
の振幅が６０～９０μｍの範囲に入る様に調整し、約２５秒間振動を加え、その後、各篩
上に残った試料の重量を測定し、下式に基づき凝集度を得る。凝集度の値が小さい程、ト
ナーの流動性は高い。
【外８】

【００７３】
本発明のトナーを製造する方法は、特に制約を受けるものではないが、特公昭３６－１０
２３１号公報、特開昭５９－５３８５６号公報、特開昭５９－６１８４２号公報に述べら
れている懸濁重合法を用いて直接トナーを生成する方法；単量体には可溶で水溶性重合開
始剤の存在下で直接重合させてトナー粒子を生成するソープフリー重合法に代表される乳
化重合法によるトナー粒子の製造が挙げられる。また、マイクロカプセル製法のような界
面重合法、ｉｎ　ｓｉｔｅ重合法、コアセルベーション法などの製造も挙げられる。さら
に、特開昭６２－１０６４７３号公報や特開昭６３－１８６２５３号公報に開示されてい
る様な、少なくとも１種以上の微粒子を凝集させ所望の粒径のものを得る界面会合法など
も挙げられる。
【００７４】
中でも、小粒径のトナー粒子が容易に得られる懸濁重合方法が特に好ましい。さらに一旦
得られた重合粒子に更に単量体を吸着せしめた後、重合開始剤を用い重合せしめるシード
重合方法も本発明に好適に利用することができる。このとき、吸着せしめる単量体中に、
極性を有する化合物を分散あるいは溶解させて使用することも可能である。トナー粒子の
製造方法としては懸濁重合を利用する場合には、以下の如き製造方法によって直接的にト
ナー粒子を製造することが可能である。単量体中にワックスの如き低軟化点物質、着色剤
、重合開始剤、架橋剤、その他の添加物を加え、ホモジナイザー、超音波分散機等によっ
て均一に溶解又は分散せしめた単量体組成物を、分散安定剤を含有する水系媒体中に通常
の攪拌機またはホモミキサー、ホモジナイザー等により分散せしめる。好ましくは単量体
組成物の液滴が所望のトナー粒子のサイズを有するように攪拌速度・時間を調整し、造粒
する。その後は、分散安定剤の作用により、粒子状態が維持され、且つ粒子の沈降が防止
される程度の攪拌を行えば良い。重合温度は４０℃以上、通常５０～９０℃（好ましくは
５５～８５℃）の温度に設定して重合を行う。重合反応後半に昇温しても良く、必要に応
じｐＨ変更しても良い。更に、トナーの定着時の臭いの原因となる未反応の重合性単量体
、副生成物等を除去するために反応後半、又は、反応終了後に一部水系媒体を留去しても
良い。反応終了後、生成したトナー粒子を洗浄・ろ過により収集し、乾燥する。
【００７５】
造粒中の水系媒体中のｐＨは特に制限を受けない。
【００７６】
以下に重合法トナーの材料に関して記載する。
【００７７】
本発明のトナーを重合方法で製造する際に用いられる重合性単量体としては、ラジカル重
合が可能なビニル系重合性単量体が用いられる。該ビニル系重合性単量体としては、単官
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能性重合性単量体或いは多官能性重合性単量体を使用することが出来る。単官能性重合性
単量体としては、スチレン；α－メチルスチレン、β－メチルスチレン、ｏ－メチルスチ
レン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、２，４－ジメチルスチレン、ｐ－ｎ－
ブチルスチレン、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルスチレン、ｐ－ｎ－ヘキシルスチレン、ｐ－ｎ－
オクチルスチレン、ｐ－ｎ－ノニルスチレン、ｐ－ｎ－デシルスチレン、ｐ－ｎ－ドデシ
ルスチレン、ｐ－メトキシスチレン、ｐ－フェニルスチレンの如きスチレン誘導体；メチ
ルアクリレート、エチルアクリレート、ｎ－プロピルアクリレート、ｉｓｏ－プロピルア
クリレート、ｎ－ブチルアクリレート、ｉｓｏ－ブチルアクリレート、ｔｅｒｔ－ブチル
アクリレート、ｎ－アミルアクリレート、ｎ－ヘキシルアクリレート、２－エチルヘキシ
ルアクリレート、ｎ－オクチルアクリレート、ｎ－ノニルアクリレート、シクロヘキシル
アクリレート、ベンジルアクリレート、ジメチルフォスフェートエチルアクリレート、ジ
エチルフォスフォートエチルアクリレート、ジブチルフォスフェートエチルアクリレート
、２－ベンゾイルオキシエチルアクリレートの如きアクリル系重合性単量体；メチルメタ
クリレート、エチルメタクリレート、ｎ－プロピルメタクリレート、ｉｓｏ－プロピルメ
タクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、ｉｓｏ－ブチルメタクリレート、ｔｅｒｔ－
ブチルメタクリレート、ｎ－アミルメタクリレート、ｎ－ヘキシルメタクリレート、２－
エチルヘキシルメタクリレート、ｎ－オクチルメタクリレート、ｎ－ノニルメタクリレー
ト、ジエチルフォスフェートエチルメタクリレート、ジブチルフォスフェートエチルメタ
クリレートの如きメタクリル系重合性単量体；メチレン脂肪族モノカルボン酸エステル；
酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、安息香酸ビニル、ギ酸ビニルの如きビニ
ルエステル；ビニルメチルエーテル、ビニルエチルエーテル、ビニルイソブチルエーテル
の如きビニルエーテル；ビニルメチルケトン、ビニルヘキシルケトン、ビニルイソプロピ
ルケトンの如きビニルケトンが挙げられる。
【００７８】
多官能性重合性単量体としては、ジエチレングリコールジアクリレート、トリエチレング
リコールジアクリレート、テトラエチレングリコールジアクリレート、ポリエチレングリ
コールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、ネオペンチルグリコ
ールジアクリレート、トリプロピレングリコールジアクリレート、ポリプロピレングリコ
ールジアクリレート、２，２′－ビス（４－（アクリロキシ・ジエトキシ）フェニル）プ
ロパン、トリメチロールプロパントリアクリレート、テトラメチロールメタンテトラアク
リレート、エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコールジメタクリレー
ト、トリエチレングリコールジメタクリレート、テトラエチレングリコールジメタクリレ
ート、ポリエチレングリコールジメタクリレート、１，３－ブチレングリコールジメタク
リレート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジメタ
クリレート、ポリプロピレングリコールジメタクリレート、２，２′－ビス（４－（メタ
クリロキシ・ジエトキシ）フェニル）プロパン、２，２′－ビス（４－（メタクリロキシ
・ポリエトキシ）フェニル）プロパン、トリメチロールプロパントリメタクリレート、テ
トラメチロールメタンテトラメタクリレート、ジビニルベンゼン、ジビニルナフタリン、
ジビニルエーテル等が挙げられる。
【００７９】
本発明においては、上記した単官能性重合性単量体を単独或いは、２種以上組み合わせて
、又は、上記した単官能性重合性単量体と多官能性重合性単量体を組み合わせて使用する
。多官能性重合性単量体は架橋剤として使用することも可能である。
【００８０】
上記した重合性単量体の重合の際に用いられる重合開始剤としては、油溶性開始剤及び／
又は水溶性開始剤が用いられる。例えば、油溶性開始剤としては、２，２′－アゾビスイ
ソブチロニトリル、２，２′－アゾビス－２，４－ジメチルバレロニトリル、１，１′－
アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２′－アゾビス－４－メトキシ
－２，４－ジメチルバレロニトリルの如きアゾ化合物；アセチルシクロヘキシルスルホニ
ルイパーオキサイド、ジイソプロピルパーオキシカーボネート、デカノニルパーオキサイ
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ド、ラウロイルパーオキサイド、ステアロイルパーオキサイド、プロピオニルパーオキサ
イド、アセチルパーオキサイド、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、ベ
ンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、シクロヘキサノンパー
オキサイド、メチルエチルケトンパーオキサイド、ジクミルパーオキサイド、ｔ－ブチル
ヒドロパーオキサイド、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、クメンヒドロパーオキサイドの
如きパーオキサイド系開始剤が挙げられる。
【００８１】
水溶性開始剤としては、過硫酸アンモニウム、過硫酸カリウム、２，２′－アゾビス（Ｎ
，Ｎ′－ジメチレンイソブチロアミジン）塩酸塩、２，２′－アゾビス（２－アミノジノ
プロパン）塩酸塩、アゾビス（イソブチルアミジン）塩酸塩、２，２′－アゾビスイソブ
チロニトリルスルホン酸ナトリウム、硫酸第一鉄又は過酸化水素が挙げられる。
【００８２】
本発明においては、重合性単量体の重合度を制御する為に、連鎖移動剤、重合禁止剤等を
更に添加し用いることも可能である。
【００８３】
架橋剤としては、２個以上の重合可能な二重結合を有する化合物が用いられる。例えば、
ジビニルベンゼン、ジビニルナフタレンのような芳香族ジビニル化合物；エチレングリコ
ールジアクリレート、エチレングリコールジメタクリレート、１，３－ブタンジオールジ
メタクリレートのような二重結合を２個有するカルボン酸エステル；ジビニルアニリン、
ジビニルエーテル、ジビニルスルフィド、ジビニルスルホンの如きジビニル化合物；及び
３個以上のビニル基を有する化合物が挙げられる。これらは単独もしくは混合物として用
いられる。
【００８４】
本発明に用いられる分散安定剤としては、リン酸三カルシウム、リン酸マグネシウム、リ
ン酸アルミニウム、リン酸亜鉛、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、水酸化カルシウム
、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウム、メタケイ酸カルシウム、硫酸カルシウム、
硫酸バリウム、ベントナイト、シリカ、アルミナ、ヒドロキシアパタイト等が挙げられる
。通常単量体組成物１００質量部に対して水３００～３０００質量部を分散媒体として使
用するのが好ましい。
【００８５】
有機系化合物としては例えばポリビニルアルコール、ゼラチン、メチルセルロース、メチ
ルヒドロキシプロピルセルロース、エチルセルロース、カルボキシメチルセルロースのナ
トリウム塩、デンプン等が使用されている。これら分散剤は、重合性単量体１００質量部
に対して０．２～２．０質量部を使用することが好ましい。
【００８６】
本発明により好ましく用いられる分散安定剤としては、硫酸、炭酸、燐酸、ピロ燐酸、ポ
リ燐酸の難水溶性金属塩があり、これらは分散媒中で高速攪拌下において酸アルカリ金属
塩とハロゲン化金属塩との反応によって調製されることが好ましい。
【００８７】
これら分散剤の微細化のため０．００１～０．１重量％の界面活性剤を併用しても良い。
具体的には市販のノニオン、アニオン、カチオン型の界面活性剤が利用できる。例えばド
デシル硫酸ナトリウム、テトラデシル硫酸ナトリウム、ペンタデシル硫酸ナトリウム、オ
クチル硫酸ナトリウム、オレイン酸ナトリウム、ラウリル酸ナトリウム、ステアリン酸カ
リウム、オレイン酸カルシウム等が好ましく用いられる。
【００８８】
本発明は縮合系樹脂を添加しても良い。
【００８９】
該縮合系化合物は重量平均分子量（Ｍｗ）が、６，０００乃至１００，０００、好ましく
は６，５００乃至８５，０００が良い。さらに６，５００乃至４５，０００がより良い。
重量平均分子が６，０００未満の場合、最適範囲内のものと比較すると、連続通紙におい
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てトナー粒子表面の外添剤が耐久によって埋没しやすく、転写性の低下を招きやすくなる
。重量平均分子量が１００，０００を超える場合には、重合性単量体に縮合系化合物を溶
解するのに時間を多く費やしてしまう。さらに、重合性単量体組成物の粘度が上昇し、粒
径が小さくかつ、粒度分布の揃ったトナー粒子が得にくくなる。
【００９０】
該縮合系化合物は数平均分子量（Ｍｎ）が、３，０００乃至８０，０００、好ましくは３
，５００乃至６０，０００が良い。より好ましくは３，５００乃至１２，０００が良い。
該縮合系化合物は、ゲルパーミエーションクロマトグラム（ＧＰＣ）における分子量分布
のメインピーク値（Ｍｐ）は、分子量４，５００乃至４０，０００、好ましくは６，００
０乃至３０，０００が良い。より好ましくは６，０００乃至２０，０００が良い。上記範
囲外であると重量平均分子量の場合と同様に傾向を示す。
【００９１】
該縮合系化合物はＭｗ／Ｍｎが１．２乃至３．０、より好ましくは１．５乃至２．５が良
い。Ｍｗ／Ｍｎが１．２未満の場合には、トナーの多数枚耐久性及び耐オフセット性が低
下し、３．０を超える場合には、低温定着性の面で、範囲内のものよりも、若干劣ってし
まう。
【００９２】
該縮合系化合物はガラス転移点（Ｔｇ）が、５０乃至１２５℃、好ましくは５０乃至９５
℃が良い。より好ましくは５５乃至９０℃が良い。ガラス転移点が５０℃未満の場合には
、トナーの耐ブロッキング性が低下する。ガラス転移点が１２５℃を超える場合には、ト
ナーの耐低温オフセット性が低下する。
【００９３】
該縮合系化合物の酸価（ｍｇＫＯＨ／ｇ）は、０．１乃至３５、好ましくは３乃至３５、
より好ましくは４乃至３５、さらに好ましくは５乃至３０が好ましい。酸価が０．１未満
の場合には、トナーの帯電量の立ち上がりが遅く、カブリが生じやすくなる。酸価が３５
を超える場合には、高温高湿下に放置した後のトナーの摩擦帯電特性が変動しやすく、連
続通紙において画像濃度が変動しやすい。さらに、極性樹脂の酸価が３５を超える場合に
は、極性樹脂のポリマー相互間の親和力が強くなるために極性樹脂が重合性単量体に溶解
しにくくなり、均一な重合性単量体組成物を調製するのに時間がかかるようになる。
【００９４】
該縮合系化合物の水酸基価（ｍｇＫＯＨ／ｇ）は、０．２乃至５０、好ましくは５乃至５
０、より好ましくは７乃至４５であるのが良い。水酸基価が０．２未満の場合には、最適
範囲内のものと比較すると、水系媒体中の重合性単量体組成物の粒子の表面に極性樹脂の
局在化が起こりにくくなる。水酸基価が５０を超える場合、最適範囲内のものと比較する
と、高温高湿下において放置した後のトナーの帯電量特性が若干低くなる傾向が見られ、
連続通紙において画像濃度が変動しやすい。
【００９５】
該縮合系化合物のＧＰＣによる分子量及び分子量分布は以下の方法で測定される。
【００９６】
４０℃のヒートチャンバ中でカラムを安定化させ、この温度におけるカラムに、溶媒とし
てＴＨＦ（テトラハイドロフラン）を毎分１ｍｌの流速で流し、ＴＨＦ試料溶液を約１０
０μｌ注入して測定する。試料の分子量測定にあたっては、試料の有する分子量分布を、
数種の単分散ポリスチレン標準試料により作成された検量線の対数値とカウント数との関
係から算出する。検量線作成用の標準ポリスチレン試料としては、たとえば、東ソー社製
あるいは、昭和電工社製の分子量が１０2～１０7程度のものを用い、少なくとも１０点程
度の標準ポリスチレン試料を用いるのが適当である。検出器にはＲＩ（屈折率）検出器を
用いる。カラムとしては、市販のポリスチレンジェルカラムを複数本組み合わせるのが良
く、たとえば昭和電工社製のｓｈｏｄｅｘ　ＧＰＣ　ＫＦ－８０１，８０２，８０３，８
０４，８０５，８０６，８０７，８００Ｐの組み合わせや、東ソー社製のＴＳＫｇｅｌＧ
１０００Ｈ（Ｈ XL），Ｇ２０００Ｈ（Ｈ XL），Ｇ３０００Ｈ（Ｈ XL），Ｇ４０００Ｈ
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（Ｈ XL），Ｇ５０００Ｈ（Ｈ XL），Ｇ６０００Ｈ（Ｈ XL），Ｇ７０００Ｈ（Ｈ XL），
ＴＳＫｇｕａｒｄｃｏｌｕｍｎの組み合わせが挙げられる。
【００９７】
試料は以下のようにして作製する。
【００９８】
試料をテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）中に入れ、数時間放置した後、十分振とうしＴＨＦ
と良く混ぜ（試料の合一体がなくなるまで）、更に１２時間以上静置する。このときＴＨ
Ｆ中への放置時間が２４時間以上となるようにする。その後、サンプル処理フィルター（
ポアサイズ０．４５～０．５μｍ、たとえば、マイショリディスクＨ－２５－５　東ソー
社製、エキクロディスク２５ＣＲ　ゲルマン　サイエンス　ジャパン社製などが利用でき
る）を通過させたものを、ＧＰＣの試料とする。試料濃度は、樹脂成分が０．５～５ｍｇ
／ｍｌとなるように調整する。
【００９９】
該縮合系化合物のガラス移転点はＤＳＣ測定により求められる。
【０１００】
ＤＳＣ測定では、測定原理から、高精度の内熱式入力補償型の示差走査熱量計で測定する
ことが好ましい。例えば、パーキンエルマー社製のＤＳＣ－７が利用できる。
【０１０１】
測定方法は、ＡＳＴＭ　Ｄ３４１８－８２に準じて行う。測定は、１回昇温、降温させ前
履歴を取った後、温度速度１０℃／ｍｉｎで、昇温させた時に測定されるＤＳＣ曲線を用
いる。
【０１０２】
該縮合系化合物の酸価は以下のように求められる。基本操作は、ＪＩＳ－Ｋ００７０に準
ずる。
【０１０３】
試料１ｇ中に含有されている遊離脂肪酸、樹脂酸などを中和するのに要する水酸化カリウ
ムのｍｇ数を酸価といい、次によって試験を行う。
【０１０４】
（１）試薬
（ａ）溶剤エチルエーテル－エチルアルコール混液（１＋１または２＋１）またはベンゼ
ン－エチルアルコール混液（１＋１または２＋１）で、これらの溶液は使用直前にフェノ
ールフタレインを指示薬として０．１ｋｍｏｌ／ｍ3水酸化カリウムエチルアルコール溶
液で中和しておく。
【０１０５】
（ｂ）フェノールフタレイン溶液　フェノールフタレイン１ｇをエチルアルコール（９５
ｖ／ｖ％）１００ｍｌに溶かす。
【０１０６】
（ｃ）０．１ｋｍｏｌ／ｍ3水酸化カリウム－エチルアルコール溶液　水酸化カリウム７
．０ｇをできるだけ少量の水に溶かしエチルアルコール（９５ｖ／ｖ％）を加えて１リッ
トルとし、２～３日放置後ろ過する。標定はＪＩＳ　Ｋ　８００６（試薬の含量試験中滴
定に関する基本事項）に準じて行う。
【０１０７】
（２）操作　試料１～２０ｇを正しくはかりとり、これに溶剤１００ｍｌおよび指示薬と
してフェノールフタレイン溶液数滴を加え、試料が完全に溶けるまで十分に振る。固体試
料の場合は水浴上で加温して溶かす。冷却後これを０．１ｋｍｏｌ／ｍ3水酸化カリウム
エチルアルコール溶液で滴定し、指示薬の微紅色が３０秒間続いたときを中和の終点とす
る。
【０１０８】
（３）計算式　つぎの式によって酸価を算出する。
【外９】
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【０１０９】
ここにＡ：酸価
Ｂ：０．１ｋｍｏｌ／ｍ3水酸化カリウムエチルアルコール溶液の使用量（ｍｌ）
ｆ：０．１ｋｍｏｌ／ｍ3水酸化カリウムエチルアルコール溶液のファクター
Ｓ：試料（ｇ）
２回の測定値の平均値を採用する。
【０１１０】
該縮合系化合物の水酸基価は以下のように求められる。
【０１１１】
２００ｍｌ三角フラスコに試料０．５～２．０ｇを１ｍｇ単位で精秤し、無水酢酸／ピリ
ジン＝１／４の混合溶液を５ｍｌホールピッペットで加え、更にピリジン２５ｍｌをメス
シリンダーで加える。三角フラスコ口に冷却器を取り付け、１００℃のオイルバス中で９
０分反応させる。蒸留水３ｍｌを冷却器上部から加えてよｈ振とうし１０分間放置する。
冷却器をつけたまま三角フラスコをオイルバスから引き上げて放冷し、約３０℃になれば
冷却器上部口から少量のアセトン（１０ｍｌ程度）で冷却器およびフラスコ口を洗浄する
。ＴＨＦ５０ｍｌをメスシリンダーで加えフェノールフタレインのアルコール溶液を指示
薬として０．５ｋｍｏｌ／ｍ3ＫＯＨ－ＴＨＦ溶液で５０ｍｌ（目量０．１ｍｌ）のビュ
レットを用いて中和滴定する。中和終点直前に中性アルコール２５ｍｌ（メタノール／ア
セトン＝１／１容量比）を加え溶液が微紅色を呈するまで滴定を行う。同時に空試験も行
う。
【０１１２】
次いで、下式に従って水酸基価を求める。
【外１０】

【０１１３】
ここにＡ：本試験に要した０．５ｋｍｏｌ／ｍ3ＫＯＨ－ＴＨＦ溶液のｍｌ数
Ｂ：空試験に要した０．５ｋｍｏｌ／ｍ3ＫＯＨ－ＴＨＦ溶液のｍｌ数
ｆ：０．５ｋｍｏｌ／ｍ3ＫＯＨ－ＴＨＦ溶液の力価
Ｓ：試料採取量（ｇ）
Ｃ：酸価
２回の測定値の平均値を採用する。
【０１１４】
本発明の該縮合系化合物は例えば、ポリエステル、ポリカーボネート、フェノール樹脂、
エポキシ樹脂、ポリアミド、セルロースなどが挙げられる。より好ましくは材料の多様性
からポリエステルが望まれる。
【０１１５】
該縮合系化合物の製造方法としては、例えば、酸化反応による合成法、カルボン酸及びそ
の誘導体からの合成、マイケル付加反応に代表されるエステル基導入反応、カルボン酸化
合物とアルコール化合物からの脱水縮合反応を利用する方法、酸ハロゲン化物とアルコー
ル化合物からの反応、エステル交換反応で製造される。触媒としては、エステル化反応に
使う一般の酸性、アルカリ性触媒、例えば酢酸亜鉛、チタン化合物などでよい。その後、
再結晶法、蒸留法などにより高純度化させてもよい。
【０１１６】
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該縮合系化合物の特に好ましい製造方法は、原料の多用性、反応のしやすさからカルボン
酸化合物とアルコール化合物からの脱水縮合反応である。
【０１１７】
本発明に用いられる縮合系樹脂の組成について以下に説明する。
【０１１８】
縮合系化合物は、全成分中４５～５５ｍｏｌ％がアルコール成分であり、５５～４５ｍｏ
ｌ％が酸成分であることが好ましい。
【０１１９】
アルコール成分としては、エチレングリコール、プロピレングリコール、１，３－ブタン
ジオール、１，４－ブタンジオール、２，３－ブタンジオール、ジエチレングリコール、
トリエチレングリコール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ネオ
ペンチルグリコール、２－エチル－１，３－ヘキサンジオール、水素化ビスフェノールＡ
、下記式（Ｉ）
【外１１】

【０１２０】
で示されるジオールの如きジオール類が挙げられる。
【０１２１】
２価のカルボン酸としてはフタル酸、テレフタル酸、イソフタル酸、無水フタル酸、ジフ
ェニル－Ｐ・Ｐ′－ジカルボン酸、ナフタレン－２，７－ジカルボン酸、ナフタレン－２
，６－ジカルボン酸、ジフェニルメタン－Ｐ・Ｐ′－ジカルボン酸、ベンゾフェノン－４
，４′－ジカルボン酸、１，２－ジフェノキシエタン－Ｐ・Ｐ′－ジカルボン酸の如きベ
ンゼンジカルボン酸類又はその無水物；こはく酸、アジピン酸、セバシン酸、アゼライン
酸、グリタル酸、シクロヘキサンジカルボン酸、トリエチレンジカルボン酸、マロン酸の
如きアルキルジカルボン酸類又はその無水物、またさらに炭素数６～１８のアルキル基又
はアルケニル基で置換されたこはく酸もしくはその無水物；フマル酸、マレイン酸、シト
ラコン酸、イタコン酸の如き不飽和ジカルボン酸又はその無水物等が挙げられる。
【０１２２】
本発明の実施上特に好ましい該縮合系化合物のアルコール成分としては前記（Ｉ）式で示
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されるビスフェノール誘導体であり、酸成分としては、フタル酸、テレフタル酸、イソフ
タル酸又はその無水物、こはく酸、ｎ－ドデセニルコハク酸、又はその無水物、フマル酸
、マレイン酸、無水マレイン酸の如きジカルボン酸が挙げられる。
【０１２３】
該縮合系化合物は、２価のジカルボン酸及び２価のジオールから合成することにより得る
ことが可能である。場合により、３価以上のポリカルボン酸又はポリオールを本発明に悪
影響を与えない範囲で少量使用しても良い。
【０１２４】
３価以上のポリカルボン酸としては、トリメリット酸、ピロメリット酸、シクロヘキサン
トリカルボン酸類、２，５，７－ナフタレントリカルボン酸、１，２，４－ナフタレント
リカルボン酸、１，２，４－ブタントリカルボン酸、１，２，５－ヘキサントリカルボン
酸、１，３－ジカルボキシル－２－メチレンカルボキシルプロパン、１，３－ジカルボキ
シル－２－メチル－メチレンカルボキシルプロパン、テトラ（メチレンカルボキシル）メ
タン、１，２，７，８－オクタンテトラカルボン酸及びそれらの無水物が挙げられる。
【０１２５】
３価以上のポリオールとしては、スルビトール、１，２，３，６－ヘキサンテトール、１
，４－ソルビタン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、トリペンタエリス
リトール、ショ糖、１，２，４－メタントリオール、グリセリン、２－メチルプロパント
リオール、２－メチル－１，２，４－ブタントリオール、トリメチロールエタン、トリメ
チロールプロパン、１，３，５－トリヒドロキシメチルベンゼンが挙げられる。
【０１２６】
本発明は、上記以外のネガ性帯電制御剤がブレンドされていても構わない。化合物は特に
制約を受けるものではないが、例えばサリチル酸系の化合物、ナフトエ酸系の化合物、ダ
イカルボン酸系の化合物、スルホン酸を側鎖に持つ高分子型化合物、カルボン酸を側鎖に
持つ高分子型化合物、尿素化合物、ケイ素化合物、カリークスアレーン等が利用できる。
【０１２７】
離型剤としては、重量平均分子量（Ｍｗ）が３５０乃至４０００、数平均分子量（Ｍｎ）
が２００乃至４０００であることが好ましく、より好ましくはＭｗが４００乃至３５００
、Ｍｎが２５０乃至３５００であるものが良い。Ｍｗが３５０未満であり、Ｍｎが２００
未満の場合には、トナーの耐ブロッキング性が低下する。Ｍｗが４０００を超え、Ｍｎが
４０００を超える場合には、離型剤自体の結晶性が発現し、定着画像の透明性が低下する
。
【０１２８】
離型剤の分子量及び分子量分布はＧＰＣにより次の条件で測定される。
【０１２９】
（ＧＰＣ測定条件）装置：ＧＰＣ－１５０Ｃ（ウォーターズ社）
カラム：ＧＭＨ－ＭＴ３０ｃｍ2連（東ソー社製）
温度：１３５℃
溶媒：ｏ－ジクロロベンゼン（０．１％アイオノール添加）
流速：１．０ｍｌ／ｍｉｎ
試料：０．１５％の試料を０．４ｍｌ注入
以上の条件で測定し、試料の分子量算出にあたっては単分散ポリスチレン標準試料により
作成した分子量較正曲線を使用する。さらに、Ｍａｒｋ－Ｈｏｕｗｉｎｋ粘度式から導き
出される換算式でポリエチレン換算することによって算出される。
【０１３０】
離型剤は、融点（温度２０乃至２００℃の範囲におけるＤＳＣ吸熱曲線の最大吸熱ピーク
に対応する温度）が３０乃至１２０℃、より好ましくは５０乃至９０℃であるものが良い
。離型剤としては、室温で固体の固体ワックスが好ましく、特に融点５０乃至９０℃の固
体ワックスがトナーの耐ブロッキング性、多数枚耐久性、低温定着性、耐オフセット性の
点で良い。
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【０１３１】
ワックスとしては、パラフィンワックス、ポリオレフィンワックス、マイクロクリスタリ
ンワックス、フィッシャートロピッシュワックスの如きポリメチレンワックス、アミドワ
ックス、ケトンワックス、高級脂肪酸、長鎖アルコール、エステルワックス及びこれらの
グラフト化合物、ブロック化合物の如き誘導体が挙げられ、これらは低分子量成分が除去
されたＤＳＣ吸熱曲線の最大吸熱ピークがシャープなものが好ましい。また、これら２種
類以上のブレンドでも構わない。
【０１３２】
好ましく用いられるワックスとしては、炭素数１５乃至１００個の直鎖状のアルキルアル
コール、直鎖状脂肪酸、直鎖状酸アミド、直鎖状エステルあるいは、モンタン系誘導体が
挙げられる。これらワックスから液状脂肪酸の如き不純物を予め除去してあるものも好ま
しい。
【０１３３】
さらに、好ましく用いられるワックスは、アルキレンを高圧下でラジカル重合あるいは低
圧下でチーグラー触媒又は、その他の触媒を用いて重合した低分子量のアルキレンポリマ
ー；高分子量のアルキレンポリマーを熱分解して得られるアルキレンポリマー；アルキレ
ンを重合する際に副生する低分子量アルキレンポリマーを分離精製したもの、；一酸化炭
素及び水素からなる合成ガスからアーゲ法により得られる炭化水素ポリマーの蒸留残分か
ら、あるいは、蒸留残分を水素添加して得られる合成炭化水素から、特定の成分を抽出分
別したポリメチレンワックスが挙げられる。これらワックスには酸化防止剤が添加されて
いてもよい。
【０１３４】
定着画像の透光性を向上させるためには、固体エステルワックスが好ましく、該固体エス
テルワックスとしては、融点５０乃至９０℃を有するものが特に良い。
【０１３５】
離型剤の分子量及び分子量分布はＧＰＣにより次の条件で測定される。
【０１３６】
（ＧＰＣ測定条件）装置：ＧＰＣ－１５０Ｃ（ウォーターズ社）
カラム：ＧＭＨ－ＭＴ３０ｃｍ2連（東ソー社製）
温度：１３５℃
溶媒：ｏ－ジクロロベンゼン（０．１％アイオノール添加）
流速：１．０ｍｌ／ｍｉｎ
試料：０．１５％の試料を０．４ｍｌ注入
以上の条件で測定し、試料の分子量算出にあたっては単分散ポリスチレン標準試料により
作成した分子量較正曲線を使用する。さらに、Ｍａｒｋ－Ｈｏｕｗｉｎｋ粘度式から導き
出される換算式でポリエチレン換算することによって算出される。
【０１３７】
離型剤は、融点（温度２０乃至２００℃の範囲におけるＤＳＣ吸熱曲線の最大吸熱ピーク
に対応する温度）が３０乃至１２０℃、より好ましくは５０乃至９０℃であるものが良い
。離型剤としては、室温で固体の固体ワックスが好ましく、特に融点５０乃至９０℃の固
体ワックスがトナーの耐ブロッキング性、多数枚耐久性、低温定着性、耐オフセット性の
点で良い。
【０１３８】
ワックスとしては、パラフィンワックス、ポリオレフィンワックス、マイクロクリスタリ
ンワックス、フィッシャートロピッシュワックスの如きポリメチレンワックス、アミドワ
ックス、ケトンワックス、高級脂肪酸、長鎖アルコール、エステルワックス及びこれらの
グラフト化合物、ブロック化合物の如き誘導体が挙げられ、これらは低分子量成分が除去
されたＤＳＣ吸熱曲線の最大吸熱ピークがシャープなものが好ましい。ワックスはブレン
ドしてもしなくてもかまわない。
【０１３９】
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コール、直鎖状脂肪酸、直鎖状酸アミド、直鎖状エステルあるいは、モンタン系誘導体が
挙げられる。これらワックスから液状脂肪酸の如き不純物を予め除去してあるものも好ま
しい。
【０１４０】
さらに、好ましく用いられるワックスは、アルキレンを高圧下でラジカル重合あるいは低
圧下でチーグラー触媒又は、その他の触媒を用いて重合した低分子量のアルキレンポリマ
ー；高分子量のアルキレンポリマーを熱分解して得られるアルキレンポリマー；アルキレ
ンを重合する際に副生する低分子量アルキレンポリマーを分離精製したもの、；一酸化炭
素及び水素からなる合成ガスからアーゲ法により得られる炭化水素ポリマーの蒸留残分か
ら、あるいは、蒸留残分を水素添加して得られる合成炭化水素から、特定の成分を抽出分
別したポリメチレンワックスが挙げられる。これらワックスには酸化防止剤が添加されて
いてもよい。
【０１４１】
定着画像の透光性を向上させるためには、固体エステルワックスが好ましく、該固体エス
テルワックスとしては、融点５０乃至９０℃を有するものが特に良い。
【０１４２】
エステルワックスとしては、下記式（Ｉ）乃至（VI）で示される化合物から形成されてい
るものが挙げられる。
【外１２】

【０１４３】
（式中、ａ及びｂは０～４迄の整数であり、ａ＋ｂは４である。Ｒ1及びＲ2は炭素数が１
～４０の有機基であり、Ｒ1とＲ2との炭素数差が３以上である。ｍ及びｎは０～２５の整
数であり、ｍとｎは同時に０になることはない）。
【外１３】

【０１４４】
（式中、ａ及びｂは０～３の整数であり、ａ＋ｂは１乃至３である。Ｒ1及びＲ2は炭素数
が１～４０の有機基であり、Ｒ1とＲ2との炭素数差が３以上である。Ｒ3は水素原子、炭
素数が１以上の有機基である。但し、ａ＋ｂ＝２のとき、Ｒ3のどちらか一方は、炭素数
が１以上の有機基である。ｋは１～３の整数である。ｍ及びｎは０～２５の整数であり、
ｍとｎは同時に０になることはない）。
【外１４】

【０１４５】
（式中、Ｒ1及びＲ2は炭素数６～３２を有する有機基であり、Ｒ1とＲ3は同じものであっ
てもなくても良い。Ｒ2は炭素数１～２０を有する有機基を示す）。
【外１５】
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【０１４６】
（式中、Ｒ1及びＲ2は炭素数６～３２を有する有機基であり、Ｒ1とＲ3は同じものであっ
てもなくてもよい。
【外１６】

【０１４７】
又は－（ＣＨ2）n－である。ｍは１～１０の整数、ｎは１～２０の整数を示す。）
【外１７】

【０１４８】
（式中、ａは０～４の整数であり、ｂは１～４の整数であり、ａ＋ｂは４である。Ｒ1は
炭素数が１～４０の有機基である。ｍ及びｎは０～２５の整数であり、ｍとｎが同時に０
になることはない）。
【０１４９】
Ｒ1－ＣＯＯ－Ｒ2　　　　　　　　　　　　　　　　　（VI）
（式中、Ｒ1及びＲ2は同一又は異なる炭素数１５乃至４５個の炭化水素基を示す）。
【０１５０】
エステル化合物からなる離型剤としてのエステルワックスとして以下のものが例示される
。
【０１５１】
離型剤Ｎｏ．１
【外１８】

【０１５２】
離型剤Ｎｏ．２
【外１９】
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【０１５３】
離型剤Ｎｏ．３
【外２０】

【０１５４】
離型剤Ｎｏ．４
【外２１】

【０１５５】
離型剤Ｎｏ．５
ＣＨ3（ＣＨ2）20ＣＯＯ（ＣＨ2）21ＣＨ3

離型剤Ｎｏ．６
ＣＨ3（ＣＨ2）16ＣＯＯ（ＣＨ2）21ＣＨ3

離型剤Ｎｏ．７
ＣＨ3（ＣＨ2）39ＣＯＯ（ＣＨ2）17ＣＨ3

離型剤Ｎｏ．８
ＣＨ3（ＣＨ2）20ＣＯＯ（ＣＨ2）17ＣＨ3

離型剤Ｎｏ．９
【外２２】
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【０１５６】
離型剤Ｎｏ．１０
【外２３】

【０１５７】
離型剤Ｎｏ．１１
【外２４】

【０１５８】
離型剤Ｎｏ．１２
【外２５】

【０１５９】
該離型剤が、上記構造式を有するエステル化合物を有するエステルワックスの場合、良好
な透明性を発現するとともに、トナー粒子中に含有せしめた場合には良好な定着性を示す
ものである。この離型剤と例えば上記縮合系化合物とを、重合性単量体に溶解させた後、
水系媒体中で重合性単量体の重合反応を進めることによって、得られたトナー粒子の帯電
量が大きく、適正帯電値に到達するまでの速度が速く、さらに多数枚耐久において、摩擦
帯電量の変動の少ない優れたトナーが得られる。
【０１６０】
重合性単量体組成物を使用して、水系媒体中で直接的にトナー粒子を生成する場合には、
重合性単量体１００質量部に対して１乃至４０質量部（より好ましくは、３～３０質量部
）配合し、トナー粒子に含有されるのが良い。
【０１６１】
溶融混練粉砕法による乾式トナー製法に比べ重合法によるトナー製法においては、トナー
粒子内部に極性樹脂により多量の離型剤を内包化させ易いので乾式トナー製法と比較し、
一般に多量の離型剤を用いることが可能となり、定着時のオフセット防止効果には特に有
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効となる。
【０１６２】
該離型剤の添加量が下限より少ないとオフセット防止効果が低下しやすく、上限を越える
場合では耐ブロッキング効果が低下し耐オフセット効果にも悪影響を与えやすく、トナー
のドラム融着、トナーの現像スリーブ融着を起こしやすく、重合法によりトナー粒子を生
成する場合には粒度分布の広いトナー粒子が生成する傾向にある。
【０１６３】
本発明に使用される該離型剤は（ＳＰ）値が、７．６～１０．５の範囲であることが好ま
しい。ＳＰ値が、７．６未満の値を示す離型剤は、用いる重合性単量体又はバインダー樹
脂との相溶性が乏しく結果的にバインダー樹脂中への良好な分散が得られにくく、多数枚
複写時又はプリント時において該離型剤の現像スリーブへの付着が生じやすく、トナーの
耐電量が変化とやすくなる。更に地カブリ、トナー補給時のトナーの濃度変動も起こしや
すい。ＳＰ値が１０．５を越える離型剤を用いる場合には、トナーを長期保存した際にト
ナー粒子同士のブロッキングが発生しやすい。更にバインダー樹脂との相溶性が良すぎる
ため定着時において定着部材とトナーバインダー樹脂層間に十分な離型性層が形成しにく
く、オフセット現象を起こしやすい。
【０１６４】
溶解度パラメーター（ＳＰ）値は、原子団の加成性を利用したＦｅｄｏｒｓの方法（Ｐｏ
ｌｙｍ．Ｅｎｇ．Ｓｃｉ．，１４（２）１４７（１９７４））を用いて算出する方法が挙
げられる。
【０１６５】
本発明に使用される離型剤は、１３５℃における溶融粘度は１～３００ｃＰｓであること
が好ましく、更に好ましくは３～５０ｃＰｓを有する離型剤が特に好ましい。１ｃＰｓよ
り低い溶融粘度を有する場合は、非磁性一成分現像方式で塗布ブレード等により現像スリ
ーブにトナー層を薄層コーティングする際、機械的なズリカによりスリーブ汚染を招きや
すい。二成分現像方法においてはキャリヤー粒子とトナーとを用いて静電荷像を現像する
際に、トナーとキャリヤー粒子間のズリカによりトナーがダメージを生じやすく、外添剤
の埋没、トナー粒子の破砕も生じやすい。３００ｃＰｓを超える溶融粘度を有する場合に
は、重合方法を用いてトナー粒子を製造する際、重合性単量体組成物の粘度が高くなり、
粒度分布のシャープな微小粒径のトナー粒子を得ることが容易でない。
【０１６６】
離型剤の溶融粘度は、ＨＡＡＫＥ社製ＶＰ－５００にてコーンプレート型ローター（ＰＫ
－１）を用い１３５℃にて測定する方法が挙げられる。
【０１６７】
本発明に使用される離型剤の硬度は０．３～５．０の範囲が好ましく、更に好ましいビッ
カース硬度は０．５～３．０が特に有効である。
【０１６８】
ビッカース硬度０．３より低い離型剤を含有したトナーは、多数枚複写又はプリントにお
いてクリーニング工程で破砕されやすく、感光ドラム表面上にトナー融着を起こしやすく
結果的に画像上に黒筋が発生しやすい。定着画像サンプルを多数枚重ねて保存した際、裏
面にトナーが転写し、裏写りが発生しやすい。
【０１６９】
ビッカース硬度が５．０を超える離型剤を含有したトナーは、加熱定着時に用いる定着器
に必要以上の加圧力を必要とし、定着器に必要以上の強度設計が必要となり好ましくない
。通常加圧力の定着器を用いたなら耐オフセット性が低下しやすく好ましくない。
【０１７０】
外離型剤の硬度測定は、例えば島津ダイナミック超微小硬度計（ＤＵＨ－２００）を用い
る測定法が挙げられる。測定条件は、ビッカース圧子を用い０．５ｇ荷重下で９．６７ｍ
ｇ／秒の負荷速度にて１０μｍ変位させた後、１２秒保持させサンプル上に付いた打痕を
解析することによりビッカース硬度を求める。サンプルは直径２０ｍｍφの金型を用い予
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め溶融したサンプルを５ｍｍ厚の円柱状に成型して用いる。
【０１７１】
トナーにおける各種の特性向上を目的とした添加剤としては、耐久性の点から、トナー粒
子の体積平均径の１／５以下の粒径であることが好ましい。添加剤の粒径とは、電子顕微
鏡におけるトナー粒子の表面観察により求めたその平均粒径を意味する。これら特性付与
を目的とした添加剤としては、たとえば、以下のようなものが用いられる。
【０１７２】
流動性付与剤としては、金属酸化物（酸化ケイ素、酸化アルミニウム、酸化チタンなど）
カーボンブラック、フッ化カーボンなどが挙げられる。それぞれ、疎水化処理を行ったも
のが、より好ましい。
【０１７３】
研磨剤としては、金属酸化物（チタン酸ストロンチウム、酸化セリウム、酸化アルミニウ
ム、酸化マグネシウム、酸化クロムなど）、窒化物（窒化ケイ素など）、炭化物（炭化ケ
イ素など）、金属塩（硫酸カルシウム、硫酸バリウム、炭酸カルシウムなど）あるいはハ
イドロタルサイト類が挙げられる。
【０１７４】
滑剤としては、フッ素系樹脂粉末（フッ化ビニリデン、ポリテトラフルオロエチレンなど
）・脂肪酸金属塩（ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カルシウムなど）などが挙げられる
。
【０１７５】
荷電制御性粒子としては、金属酸化物（酸化錫、酸化チタン、酸化亜鉛、酸化ケイ素、酸
化アルミニウムなど）などが挙げられる。
【０１７６】
これら添加剤は、トナー粒子１００質量部に対し、０．１～１０質量部が用いられ、好ま
しくは、０．１～５質量部が用いられる。これら添加剤は、単独で用いても、また、複数
併用しても良い。
【０１７７】
本発明のトナーは、非磁性一成分系現像剤用のトナーとして使用することも可能であり、
キャリア粒子を有する二成分系現像剤用のトナーとしても使用可能である。非磁性トナー
を用いる場合には、ブレード又はローラを用い、現像スリーブにて強制的に摩擦帯電しス
リーブ上にトナーを付着せしめることで搬送せしめる方法がある。
【０１７８】
二成分系現像剤として用いる場合には、本発明のトナーと共に、キャリアを用い現像剤と
して使用する。磁性キャリアとしては、鉄、銅、亜鉛、ニッケル、コバルト、マンガン、
クロム元素からなる元素単独又は複合フェライト状態で構成される。磁性キャリアの形状
として、球状、扁平又は不定形がある。更に磁性キャリア粒子表面状態の微細構造（たと
えば表面凹凸性）をもコントロールすることが好ましい。一般的には、上記無機酸化物を
焼成、造粒することにより、あらかじめ、磁性キャリアコア粒子を生成した後、樹脂にコ
ーティングする方法が用いられている。磁性キャリアのトナーへの負荷を軽減する意味合
いから、無機酸化物と樹脂を混練後、粉砕、分級して低密度分散キャリアを得る方法や、
さらには、直接無機酸化物とモノマーとの混練物を水系媒体中にて懸濁重合せしめ真球状
の磁性キャリアを得る方法も利用することが可能である。
【０１７９】
上記キャリア粒子の表面を樹脂で被覆する被覆キャリアは、特に好ましい。その方法とし
ては、樹脂を溶剤中に溶解もしくは懸濁せしめて塗布しキャリアに付着せしめる方法、単
に樹脂粉体とキャリア粒子とを混合して付着させる方法が適用できる。
【０１８０】
キャリア粒子表面への固着物質としてはトナー材料により異なるが、例えばポリテトラフ
ルオロエチレン、モノクロロトリフルオロエチレン重合体、ポリフッ化ビニリデン、シリ
コーン樹脂、ポリエステル樹脂、スチレン系樹脂、アクリル系樹脂、ポリアシド、ポリビ
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ニルブチラール、アミノアクリレート樹脂などが挙げられる。これらは単独或は複数で用
いられる。
【０１８１】
キャリアの磁性特性は以下のものが良い。磁気的に飽和させた後の、磁界の強さ７９．６
ｋＡ／ｍにおける磁化の強さ（σ１０００）は３．７７乃至３７．７μＷｂ／ｃｍ3であ
ることが必要である。さらに高画質化を達成するために、好ましくは１２．６乃至３１．
４Ｗｂ／ｃｍ3であることがよい。３７．７μＷｂ／ｃｍ3より大きい場合には、高画質な
トナー画像が得られにくくなる。３．７７Ｗｂ／ｃｍ3未満であると、磁気的な拘束力も
減少するためにキャリア付着を生じやすい。
【０１８２】
キャリア形状は丸さの度合いを示すＳＦ１が１８０以下、凹凸の度合いを示すＳＦ２が２
５０以下であることが好ましい。ＳＦ－１，ＳＦ－２は以下の式にて定義され、ニレコ社
製のＬＶＺＥＸ　IIIにて測定される。
【外２６】

【０１８３】
本発明のトナーと磁性キャリアとを混合して二成分現像剤を調製する場合、その混合比率
は現像剤中のトナー濃度として、２質量％～１５質量％、好ましくは４質量％～１３質量
％にすると通常良好な結果が得られる。
【０１８４】
本発明に用いられる黒色着色剤としてはカーボンブラック、磁性体などが利用され、特に
制約を受けるものではない。黒色着色剤として磁性体を用いた場合には、他の着色剤と異
なり、樹脂１００質量部当り４０～１５０の質量部が一般に用いられる。
【０１８５】
トナーの摩擦帯電特性を安定化するために使用する荷電制御剤としては、無色でトナーの
帯電スピードが速く且つ一定の帯電量を安定して維持できる荷電制御剤が好ましい。重合
阻害性が無く水系媒体中への可溶化物の無い荷電制御剤が特に好ましい。
【０１８６】
具体的化合物としては、サリチル酸系の化合物、ナフトエ酸系の化合物、ダイカルボン酸
系の化合物、スルホン酸を側鎖に持つ高分子型化合物、カルボン酸を側鎖に持つ高分子型
化合物、尿素化合物、ケイ素化合物、カリークスアレーン等が利用できる。
【０１８７】
しかしながら、本発明において荷電制御剤の添加は必須ではなく、二成分現像方法を用い
た場合においては、キャリアと摩擦帯電を利用し、非磁性一成分ブレードコーティング現
像方法を用いた場合においてもブレード部材やスリーブ部材との摩擦帯電を積極的に利用
することでトナー粒子中に必ずしも荷電制御剤を含む必要はない。
【０１８８】
本発明のトナーが適用可能な画像形成方法を添付図面を参照しながら以下に説明する。
【０１８９】
本発明のトナーは、磁性キャリアと混合し、例えば図３に示すような現像手段３７を用い
て画像形成方法に適用することができる。具体的には交番電界を印加しつつ、磁気ブラシ
が静電荷像保持体（例えば、感光体ドラム）３３に接触している状態で現像を行うことが
好ましい。現像剤担持体（現像スリーブ）３１と感光体ドラム３３の距離（Ｓ－Ｄ間距離
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）Ｂは１００～１０００μｍであることがキャリア付着防止及びドット再現性の向上にお
いて良好である。１００μｍより狭いと現像剤の供給が不十分になりやすく、画像濃度が
低くなり、１０００μｍを超えると磁石ＳＩからの磁力線が広がり磁気ブラシの密度が低
くなり、ドット再現性に劣ったり、キャリアを拘束する力が弱まりキャリア付着が生じや
すくなる。トナー４１は、逐次現像器へ供給され、撹拌手段３５及び３６でキャリアと混
合され、固定磁石３４を内包している現像スリーブ３１まで搬送される。
【０１９０】
交番電界のピーク間の電圧は５００～５０００Ｖが好ましく、周波数は５００～１０００
０Ｈｚ、好ましくは５００～３０００Ｈｚであり、それぞれプロセスに適宜選択して用い
ることができる。この場合、波形としては三角波、短形波、正弦波、あるいはＤｕｔｙ比
を変えた波形等種々選択して用いることができる。印加電圧が、５００Ｖより低いと十分
な画像濃度が得られにくく、また非画像部のカブリトナーを良好に回収することができな
い場合がある。５００００Ｖを超える場合には磁気ブラシを介して、静電像を乱してしま
い、画質低下を招く場合がある。
【０１９１】
良好に帯電したトナーを有する二成分系現像剤を使用することで、カブリ取り電圧（Ｖｂ
ａｃｋ）を低くすることができ、感光体の一次帯電を低めることができるために感光体寿
命を長寿命化できる。Ｖｂａｃｋは、現像システムにもよるが１５０Ｖ以下、より好まし
くは１００Ｖ以下が良い。
【０１９２】
コントラスト電位としては、十分画像濃度がでるように２００Ｖ～５００Ｖが好ましく用
いられる。
【０１９３】
周波数が５００Ｈｚより低いとプロセススピードにも関係するが、キャリアへの電荷注入
が起こるためにキャリア付着、あるいは潜像を乱すことで画質を低下させる場合がある。
１００００Ｈｚを越えると電界に対してトナーが追随できず画質低下を招きやすい。
【０１９４】
十分な画像濃度を出し、ドット再現性に優れ、かつキャリア付着のない現像を行うために
現像スリーブ３１上の磁気ブラシの感光体ドラム３３との接触幅（現像ニップＣ）を好ま
しくは３～８ｍｍにすることである。現像ニップＣが３ｍｍより狭いと十分な画像濃度と
ドット再現性を良好に満足することが困難であり、８ｍｍより広いと、現像剤のパッキン
グが起き機械の動作を止めてしまったり、またキャリア付着を十分に抑さえることが困難
になる。現像ニップの調整方法としては、現像剤規制部材３２と現像スリーブ３１との距
離Ａを調整したり、現像スリーブ３１と感光体ドラム３３との距離Ｂを調整することでニ
ップ幅を適宜調整する。
【０１９５】
特にハーフトーンを重視するようなフルカラー画像の出力において、マゼンタ用、シアン
用、及びイエロー用の３個以上の現像器が使用され、本発明のトナーを用い、特にデジタ
ル潜像を形成した現像システムと組み合わせることで、磁気ブラシの影響がなく、潜像を
乱さないためにドット潜像に対して忠実に現像することが可能となる。転写工程において
も本発明トナーを用いることで高転写率が達成でき、したがって、ハーフトーン部、ベタ
部共に高画質を達成できる。
【０１９６】
さらに初期の高画質化と併せて、本発明のトナーを用いることで多数枚の複写においても
画質低下のない本発明の効果が十分に発揮できる。
【０１９７】
静電像保持体３３上のトナー画像は、コロナ帯電器の如き転写手段４３により転写材へ転
写され、転写材上のトナー画像は、加熱ローラ４６及び加圧ローラ４５を有する加熱加圧
定着手段によって定着され、転写材に定着画像が形成される。静電像保持体３３上の転写
残トナーは、クリーニングブレードの如きクリーニング手段４４で静電像保持体３３から
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除去される。本発明のトナーは、転写工程での転写効率が高く、転写残トナーが少ない上
に、クリーニング性に優れているので、静電像保持体上にフィルミングを生じにくい。さ
らに、多数枚耐久試験を行っても従来のトナーよりも、本発明のトナーは外添剤のトナー
粒子表面への埋没が少ないため、良好な画質を長期にわたって維持し得る。
【０１９８】
良好なフルカラー画像を得るためには好ましくは、マゼンタ用、シアン用、イエロー用、
ブラック用の現像器を有し、ブラックの現像が最後に行われることで引き締まった画像を
呈することができる。
【０１９９】
マルチカラー又はフルカラー画像形成方法を良好に実施し得る画像形成装置の一例を図４
を参照しながら説明する。
【０２００】
図４に示されるカラー電子写真装置は、装置本体の右側から装置本体の略中央部にわたっ
て設けられている転写材搬送系Ｉと、装置本体の略中央に、上記転写材搬送系Ｉを構成し
ている転写ドラム４１５に近接してもうけられている潜像形成部IIと、上記潜像形成部II
と近接して配設されている現像手段（すなわち回転式現像装置）IIIとに大別される。
【０２０１】
上記転写材搬送系Ｉは、以下の様な構成となっている。装置開口部に着脱自在な転写材供
給用トレイ４０２及び４０３が一部機外に突出して配設されている。該トレイ４０２及び
４０３の略直上部には給紙ローラ４０４及び４０５が配設され、これら給紙用ローラ４０
４及び４０５と左方に配された矢印とＡ方向に回転自在な転写ドラム４０５とを連係する
ように、給紙用ローラ４０６及び給紙ガイド４０７及び４０８が設けられている。上記転
写ドラム４１５の外周面近傍には回転方向上流側から上流側に向かって当接用ローラ４０
９、グリッパ４１０、転写材分離用帯電器４１１、分離爪４１２が順次配設されている。
【０２０２】
上記転写ドラム４１５の内周側には転写帯電器４１３、転写材分離用帯電器４１４が配設
されている。転写ドラム４１５の転写材が巻き付く部分にはポリ弗化ビニリデンの如き、
ポリマーで形成されている転写シート（図示せず）が貼り付けられており、転写材は該転
写シート上に静電的に密着貼り付けされている。上記転写ドラム４１５の右側上部には上
記分離爪４１２と近接して搬送ベルト手段４１６が配設され、該搬送ベルト手段４１６の
転写材搬送方向終端（右側）には定着装置４１８が配設されている。該定着装置４１８よ
りもさらに搬送方向後流には装置本体４０１の外へと延在し、装置本体４０１に対して着
脱自在な排出用トレイ４１７が配設されている。
【０２０３】
次に、上記潜像形成部IIの構成を説明する。図４矢印方向に回転自在な潜像担持体である
感光ドラム（例えば、ＯＰＣ感光ドラム）４１９が、外周面を上記転写ドラム４１５の外
周面と当接して配設されている。上記感光ドラム４１９の上方でその外周面近傍には、該
感光ドラム４１９の回転方向上流側から下流側に向かって除電用帯電器４２０、クリーニ
ング手段４２１及び一次帯電器４２３が順次配設され、さらに上記感光ドラム４１９の外
周面上に静電潜像を形成するためのレーザービームスキャナのごとき像露光手段４２４、
及びミラーのごとき像露光反射手段４２５が配設されている。
【０２０４】
上記回転式現像装置IIIの構成は以下のごとくである。上記感光ドラム４１９の外周面と
対向する位置に、回転自在な筺体（以下「回転体」という）４２６が配設され、該回転体
４２６中には四種類の現像装置が周方向の四位置に搭載され、上記感光体ドラム４１９の
外周面上に形成された静電潜像を可視化（すなわち現像）するようになっている。上記四
種類の現像装置は、それぞれイエロー現像装置４２７Ｙ、マゼンタ現像装置４２７Ｍ、シ
アン現像装置４２７Ｃ及びブラック現像装置４２７ＢＫを有する。
【０２０５】
上記したごとき構成の画像形成装置全体のシーケンスについて、フルカラーモードの場合
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を例として説明する。上述した感光ドラム４１９が図４矢印方向に回転すると、該感光ド
ラム４１９は一次帯電器４２３によって帯電される。図４の装置においては、感光ドラム
４１９の周速（以下、プロセススピードとする）は１００ｍｍ／ｓｅｃ以上（例えば、１
３０～２５０ｍｍ／ｓｅｃ）である。一次帯電器４２３による感光体ドラム４１９に対す
る帯電が行われると、原稿４２８のイエロー画像信号にて変調されたレーザー光Ｅによる
画像露光が行われ、感光ドラム４１９上に静電潜像が形成され、回転体４２６の回転によ
りあらかじめ現像位置に定置されたイエロー現像装置４２７Ｙによって上記静電潜像の現
像が行われ、イエロートナー画像が形成される。
【０２０６】
給紙ガイド４０７、給紙ローラ４０６、給紙ガイド４０８を経由して搬送されてきた転写
材は、所定のタイミングにてグリッパ４１０により保持され、当接用ローラ４０９と該当
接用ローラ４０９と対向している電極とによって静電的に転写ドラム４１５に巻き付けら
れる。転写ドラム４１５は、感光ドラム４１９と同期して図４矢印方向に回転しており、
イエロー現像装置４２７Ｙにより形成されたイエロートナー画像は、上記感光ドラム４１
９の外周面と上記転写ドラム４１５の外周面とが当接している部位にて転写帯電器４１３
によって転写材上に転写される。転写ドラム４１５はそのまま回転を継続し、次の色（図
４においてはマゼンタ）の転写に備える。
【０２０７】
感光ドラム４１９は、上記除電用帯電器４２０により除電され、クリーニングブレードに
よるクリーニング手段４２１によってクリーニングされた後、再び一次帯電器４２３によ
って帯電され、次のマゼンタ画像信号により画像露光が行われ、静電潜像が形成される。
上記回転式現像装置は、感光ドラム４１９上にマゼンタ画像信号による像露光により静電
潜像が形成される間に回転して、マゼンタ現像装置４２７Ｍを上述した所定の現像位置に
配置せしめ、所定のマゼンタトナーにより現像を行う。引き続いて、上述したごときプロ
セスをそれぞれシアン色及びブラック色に対しても実施し、四色のトナー像の転写が終了
すると、転写材上に形成された三色顕画像は各帯電器４２２及び４１４により除電され、
上記グリッパ４１０による転写材の把持が解除されると共に、該転写材は、分離爪４１２
によって転写ドラム４１５より分離され、搬送ベルト４１６で定着装置４１８に送られ、
熱と圧力により定着され一連のフルカラープリントシーケンスが終了し、所要のフルカラ
ープリント画像が転写材の一方の面に形成される。
【０２０８】
次に、図５を参照しながら、他の画像形成方法を説明する。
【０２０９】
図５に示す装置システムにおいて、現像器５４－１，５４－２，５４－３，５４－４に、
それぞれシアントナーを有する現像剤、マゼンタトナーを有する現像剤、イエロートナー
を有する現像剤及びブラックトナーを有する現像剤が導入され、磁気ブラシ現像方式又は
非磁性一成分現像方式によって感光体５１に形成された静電荷像を現像し、各色トナー像
が感光体５１上に形成される。感光体５１はａ－Ｓｅ，Ｃｄｓ，ＺｎＯ2，ＯＰＣ，ａ－
Ｓｉの様な光導電絶縁物質層を持つ感光ドラムもしくは感光ベルトである。感光体５１は
図示しない駆動装置によって矢印方向に回転される。
【０２１０】
感光体５１としては、アモルファスシリコン感光層、又は有機系感光層を有する感光体が
好ましく用いられる。
【０２１１】
有機感光層としては、感光層が電荷発生物質及び電荷輸送性能を有する物質を同一層に含
有する、単一層型でもよく、又は、電荷輸送層を電荷発生層を成分とする機能分離型感光
層であっても良い。導電性基体上に電荷発生層、次いで電荷輸送層の順で積層されている
構造の積層型感光層は好ましい例の一つである。
【０２１２】
有機感光層の結着樹脂はポリカーボネート樹脂、ポリエステル樹脂、アクリル系樹脂が特
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に、転写性、クリーニング性が良く、クリーニング不良、感光体へのトナーの融着、外添
剤のフィルミングが起こりにくい。
【０２１３】
帯電工程では、コロナ帯電器を用いる感光体４１とは非接触である方式と、ローラ等を用
いる接触型の方式がありいずれのものも用いられる。効率的な均一帯電、シンプル化、低
オゾン発生化のために図５に示す如く接触方式のものが好ましく用いられる。
【０２１４】
帯電ローラ４２は、中心の芯金４２ｂとその外周を形成した導電性弾性層４２ａとを基本
構成とするものである。帯電ローラ４２は、感光体４１面に押圧力をもって圧接され、感
光体４１の回転に伴い従動回転する。
【０２１５】
帯電ローラを用いた時の好ましいプロセス条件としては、ローラの当接圧が４．９～４９
０Ｎ／ｍで、直流電圧に交流電圧を重畳したものを用いた時には、交流電圧＝０．５～５
ｋＶｐｐ、交流周波数＝５０Ｈｚ～５ｋＨｚ、直流電圧＝±０．２～±１５ｋＶであり、
直流電圧を用いた時には、直流電圧＝±０．２～±５ｋＶである。
【０２１６】
この他の帯電手段としては、帯電ブレードを用いる方法や、導電性ブラシを用いる方法が
ある。これらの接触帯電手段は、高電圧が不必要になったり、オゾンの発生が低減すると
いった効果がある。
【０２１７】
接触帯電手段としての帯電ローラ及び帯電ブレードの材質としては、導電性ゴムが好まし
く、その表面に離型性被膜をもうけても良い。離型性被膜としては、ナイロン系樹脂、Ｐ
ＶＤＦ（ポリフッ化ビニリデン）、ＰＶＤＣ（ポリ塩化ビニリデン）などが適用可能であ
る。
【０２１８】
感光体上のトナー像は、電圧（例えば、±０．１～±５ｋＶ）が印加されている中間転写
体５５に転写される。転写後の感光体表面は、クリーニングブレード５８を有するクリー
ニング手段５９でクリーニングされる。
【０２１９】
中間転写体５５は、パイプ状の導電性芯金５５ｂと、その外周面に形成した中抵抗の弾性
体層５５ａからなる。芯金５５ｂは、プラスチックのパイプに導電性メッキをほどこした
ものでも良い。
【０２２０】
中抵抗の弾性体層５５ａは、シリコンゴム、テフロン（登録商標）ゴム、クロロプレンゴ
ム、ウレタンゴム、ＥＰＤＭ（エチレンプロピレンジエンの３元共重合体）などの弾性材
料に、カーボンブラック、酸化亜鉛、酸化すず、炭化ケイ素の如き導電性付与材を配合分
散して電気抵抗値（体積抵抗率）を１０5～１０11Ω・ｃｍの中抵抗に調整した、ソリッ
ドあるいは発泡肉質の層である。
【０２２１】
中間転写体５５は感光体５１に対して並行に軸受けさせて感光体５１の下面部に接触させ
て配設してあり、感光体５１と同じ周速度で矢印の反時計方向に回転する。
【０２２２】
感光体５１の面に形成担持された第１色のトナー像が、感光体５１と中間転写体５５とが
接する転写ニップ部を通過する過程で中間転写体５５に対する印加転写バイアスで転写ニ
ップ域に形成された電界によって、中間転写体５５の外面に対して順次に中間転写されて
いく。
【０２２３】
必要により、着脱自在なクリーニング手段５００により、転写材へのトナー像の転写後に
、中間転写体５５の表面がクリーニングされる。中間転写体上にトナー像がある場合、ト
ナー像を乱さないようにクリーニング手段５００は、中間転写体表面から離される。
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【０２２４】
中間転写体５５に対して並行に軸受けさせて中間転写体５５の下面部に接触させて転写手
段が配設され、転写手段５７は例えば転写ローラ又は転写ベルトであり、中間転写体５５
と同じ周速度で矢印の時計方向に回転する。転写手段５７は直接中間転写体５５と接触す
るように配設されていても良く、またベルト等が中間転写体５５と転写手段５７との間に
接触するように配置されても良い。
【０２２５】
転写ローラの場合、中心の芯金５７ｂとその外周を形成した導電性弾性層５７ａとを基本
構成とするものである。
【０２２６】
中間転写体及び転写ローラとしては、一般的な材料を用いることが可能である。中間転写
体の弾性層の体積固有抵抗値よりも転写ローラの弾性層の体積固有抵抗値をより小さく設
定することで転写ローラへの印加電圧が軽減でき、転写材上に良好なトナー像を形成でき
ると共に転写材の中間転写体への巻き付きを防止することができる。特に中間転写体の弾
性層の体積固有抵抗値が転写ローラの弾性層の体積固有抵抗値より１０倍以上であること
が好ましい。
【０２２７】
中間転写体及び転写ローラの硬度は、ＪＩＳ　Ｋ－６３０１に準拠し測定される。本発明
に用いられる中間転写体は、１０～４０度の範囲に属する弾性層から構成されることが好
ましく、一方、転写ローラの弾性層の硬度は、中間転写体の弾性層の硬度より硬く４１～
８０度の値を有するものが中間転写体への転写材の巻き付けを防止する上で好ましい。中
間転写体と転写ローラの硬度が逆になると、転写ローラ側に凹部が形成され、中間転写体
への転写材の巻き付きが発生しやすい。
【０２２８】
転写手段５７は中間転写体５５と等速度或は周速度に差をつけて回転させる。転写材５６
は中間転写体５５と転写手段５７との間に搬送されると同時に転写手段５７にトナーが有
する摩擦電荷と逆極性のバイアスを転写バイアス手段から印加することによって中間転写
体５５上のトナー像が転写材５６の表面側に転写される。
【０２２９】
転写用回転体の材質としては、帯電ローラと同様のものも用いることができ、好ましい転
写のプロセス条件としては、ローラの当接圧が４．９～４９０Ｎ／ｍで、直流電圧が±０
．２～±１０ｋＶである。
【０２３０】
例えば、転写ローラの導電性弾性層５７ｂはカーボン等の導電材を分散させたポリウレタ
ン、エチレン－プロピレン－ジエン系三元共重合体（ＥＰＤＭ）等の体積抵抗１０6～１
０10Ωｃｍ程度の弾性体でつくられている。芯金５７ａには定電圧電源によりバイアスが
印加されている。バイアス条件としては、±０．２～±１０ｋＶが好ましい。
【０２３１】
次いで転写材５６は、ハロゲンヒータ等の発熱体を内蔵させた加熱ローラとこれと押圧力
をもって圧接された弾性体の加圧ローラとを基本構成とする定着器５１へ搬送され、加熱
ローラと加圧ローラ間を通過することによつてトナー像が転写材に加熱加圧定着される。
フィルムを介してヒータにより定着する方法を用いても良い。
【０２３２】
次に、一成分系現像方法について説明する。本発明のトナーは非磁性一成分現像方法の如
き一成分現像方法に適用し得る。
【０２３３】
次に非磁性一成分現像を行なう場合の現像方法の一例を図６を参照しながら説明する。６
５は潜像保持体であり、潜像形成は図示しない電子写真プロセス手段又は静電記録手段に
より成される。６４は現像スリーブであり、アルミニウムあるいはステンレスの如き非磁
性スリーブからなる。現像スリーブ６４はアルミニウム、ステンレスの粗管をそのまま用
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いてもよいが、好ましくはその表面をガラスビーズの如き球形粒子を吹きつけて均一に粗
したものや、鏡面処理したもの、あるいは樹脂でコートしたものがよい。トナーＴはホッ
パー６１に貯蔵されており、トナー塗布ローラ６２によって現像スリーブ（トナー担持体
）９４上へ供給される。トナー塗布ローラ６２として、多孔質弾性体（例えば軟質ポリウ
レタンフォーム等）の発泡材より成るローラーが好ましく用いられる。該ローラーを現像
スリーブ６４に対して、順または逆方向に０でない相対速度をもって回転させ、現像スリ
ーブ６４上へのトナー供給と共に、現像スリーブ６４上の現像後のトナー（未現像トナー
）のはぎ取りをも行う。この際、トナー塗布ローラー６２の現像スリーブ６４への当接幅
（ｎｉｐ幅）は、トナーの供給及びはぎ取りのバランスを考慮すると、２．０～１０．０
ｍｍが好ましく、４．０～６．０ｍｍがより好ましい。トナーに対しストレスが付与され
、トナーの劣化による凝集の増大、あるいは現像スリーブ６４、トナー塗布ローラ６２へ
トナーの融着、固着が生じやすくなるが、本発明トナーは、流動性、離型性に優れ、耐久
安定性を有しているので、図６に示す現像器においても好ましく用いられる。また、トナ
ー塗布ローラ６２のかわりに、ナイロン、レーヨンの如き樹脂繊維より成るブラシローラ
を用いてもよい。図６に示す現像方法は、非磁性一成分トナーを使用する一成分現像方法
において極めて有効である。現像スリーブ６４上に供給されたトナーは規制部材６３によ
って薄層かつ均一に塗布される。トナー規制部材６３は、弾性ブレード又は弾性ローラー
で現像スリーブ６４表面にトナーを圧接塗布する方法は特に好ましい。弾性ブレード又は
弾性ローラは、所望の極性にトナーを帯電するのに適した摩擦帯電系列の材質のものを用
いることが好ましい。規制部材６３は、シリコーンゴム、ウレタンゴム、スチレン－ブタ
ジエンゴムなどが好適である。さらに、ポリアミド、ポリイミド、ナイロン、メラミン、
メラミン架橋ナイロン、フェノール樹脂、フッ素系樹脂、シリコーン樹脂、ポリエステル
樹脂、ウレタン樹脂、スチレン系樹脂、アクリル系樹脂の如き有機樹脂層を規制部材９３
に設けても良い。
【０２３４】
該弾性ブレード又は弾性ローラと現像スリーブとの当接圧力は、スリーブ母線方向の線圧
として０．９８～２４５Ｎ／ｍ、好ましくは４．９～１１８Ｎ／ｍが有効であり、当接圧
力を０．９８～２４５Ｎ／ｍに調整することで、トナーの凝集を効果的にほぐすことが可
能になり、トナーの凝集を効果的にほぐすことが可能になり、またトナーの摩擦帯電量を
瞬時に立ち上げることが可能になる。ブレードにより現像スリーブ６４上にトナーを薄層
コートする系においては、特に非磁性一成分現像方法においては、十分な画像濃度を得る
ために、現像スリーブ６４は潜像保持体６５に対し、１００～３００％の周速で回転され
る。好ましくは１２０～２５０％の周速で回転される。
【０２３５】
現像スリーブ６４上のトナー層の厚さを現像スリーブ６４と潜像保持体６５との対向空隙
長よりも小さくし、この空隙に交番電界を形成することが好ましい。バイアス電源６６に
より現像スリーブ６４に交番電場または交番電場を直流電場を重畳した現像バイアスを印
加することにより、現像スリーブ６４上から潜像保持体６５上へのトナーの移動を容易に
し、更に良質の画像を得ることができる。
【０２３６】
次に、磁性一成分現像方法について、図７を参照しながら説明する。
【０２３７】
図７において、現像スリーブ７３の略右半周面はトナー容器７４内のトナー溜りに常時接
触していて、その現像スリーブ７３面近傍のトナーＴが現像スリーブ面にスリーブ内の磁
気発生手段７５の磁力で及び／又は静電気力により付着保持される。現像スリーブ７３が
回転駆動されるとそのスリーブ面の磁性トナー層が規制部材７６の位置を通過する過程で
各部略均一厚さの薄層磁性トナーＴ１として形成される。磁性トナーの帯電は主として現
像スリーブ７３の回転に伴なうスリーブ面との摩擦接触によりなされ、現像スリーブ７３
上の上記磁性トナー薄層面は現像スリーブ７３の回転に伴ない潜像保持体７７側へ回転し
、潜像保持体７７と現像スリーブ７３の最接近部である現像領域部Ａを通過する。この通



(35) JP 4101109 B2 2008.6.18

10

20

30

40

50

過過程で現像スリーブ７３面側の磁性トナー薄層の磁性トナーがバイアス印加手段７２に
より潜像保持体７７と現像スリーブ７３間に印加した直流と交流電圧による直流と交流電
界により飛翔し、現像領域部Ａの潜像保持体７７面と、現像スリーブ７３面との間（間隙
α）を往復運動する。最終的には現像スリーブ７３側の磁性トナーが潜像保持体７７面の
表面に潜像の電位パターンに応じて選択的に移行付着してトナー像Ｔ２が順次に形成され
る。現像領域部Ａを通過して、磁性トナーが選択的に消費された現像スリーブ面はトナー
容器７４のトナー溜りへ再回転することにより磁性トナーの再供給を受け、現像領域部Ａ
へ現像スリーブ７３の磁性トナー薄層Ｔ１面が移送され、繰り返し現像工程が行われる。
【０２３８】
図７において用いられるトナー薄層化手段としての規制部材７６は、スリーブと一定の間
隙をおいて配置される金属ブレード、磁性ブレードの如きドクターブレードである。ある
いは、ドクターブレードの代りに、金属、樹脂、セラミック製のローラーを用いても良い
。さらにトナー薄層化規制部材として現像スリーブ（トナー担持体）表面に弾性力で当接
する弾性ブレード、弾性ローラーを用いても良い。弾性ブレード又は、弾性ローラを形成
する材料としては、シリコーンゴム、ウレタンゴム、ＮＢＲの如きゴム弾性体；ポリエチ
レンテレフタレートの如き合成樹脂弾性体；ステンレス、鋼、リン青銅の如き金属弾性体
が使用できる。それらの複合体であっても良い。好ましくは、スリーブ当接部分はゴム弾
性体あるいは樹脂弾性体がよい。
【０２３９】
弾性ブレードを使用する場合の例を図８に示す。
【０２４０】
弾性ブレード８０上辺部側である基部は現像剤容器側に固定保持され、下辺部側を弾性ブ
レード８０の弾性に抗して現像スリーブ８９の順方向或いは逆方向にたわめ状態にして弾
性ブレード８０の内面側（逆方向の場合には外面側）を現像スリーブ８９の表面に適度の
弾性押圧をもって当接させる。この様な装置によると、環境の変動に対してもより安定に
薄く、緻密なトナー層が得られる。
【０２４１】
弾性ブレードを使用する場合、スリーブ、ブレード表面にトナーが融着し易すいが、本発
明トナーは離型性に優れ摩擦帯電性が安定しているので好ましく用いられる。
【０２４２】
磁性一成分現像方法の場合、ブレード８０とスリーブ８９との当接圧力は、スリーブ母線
方向の線圧として、９．８Ｎ／ｍ以上、好ましくは２．９～２４５Ｎ／ｍ、更に好ましく
は４．９～１１８Ｎ／ｍが好ましい。潜像保持体８８と現像スリーブ８９との間隙αは、
例えば５０～５００μｍに設定される。現像スリーブ８９上の磁性トナー層の層厚は、潜
像保持体８８と現像スリーブ８９との間隙αよりも薄いことが最も好ましいが、場合によ
り磁性トナー層を構成する磁性トナーの多数の穂のうち、一部は潜像保持体８８に接する
程度に磁性トナー層の層厚を規制してもよい。
【０２４３】
また現像スリーブ８９は、潜像保持体８８に対し、１００～２００％の周速で回転される
。バイアス印加手段８６による交番バイアス電圧は、ピークトゥーピークで０．１ｋＶ以
上、好ましくは０．２～３．０ｋＶ、更に好ましくは０．３～２．０ｋＶで用いるのが良
い。交番バイアス周波数は、０．５～５．０ｋＨｚ、好ましくは１．０～３．０ｋＨｚ、
更に好ましくは１．５～３．０ｋＨｚで用いられる。交番バイアス波形は、矩形波、サイ
ン波、のこぎり波、三角波等の波形が適用できる。また、正、逆の電圧、時間の異なる非
対称交流バイアスも利用できる。また直流バイアスを重畳するのも好ましい。
【０２４４】
トナーの各種物性及び画質の評価方法について以下に説明する。
【０２４５】
中抜けの測定
高温高湿環境下にトナーの充填された現像機を所定時間放置した後、実施例あるいは比較
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例記載のマシンを用いて、画像比率４％画像を４０００枚連続通紙した後、「驚」文字パ
ターンを厚紙（１２８ｇ／ｍ2）のＡ４用紙に出力させた際の文字部分の中抜けを目視に
より評価した。
【０２４６】
○　；ほとんど発生せず
○△；軽微な中抜けが見られる
△　；若干の中抜けが見られる
×　；顕著な中抜けが見られる
透明性の測定
トランスペアレンシーシート画像の透過率は以下の如く評価する。
【０２４７】
実施例あるいは比較例記載のマシンを用いて、常温常湿環境下でトランスペアレンシーシ
ート上（ＣＧ３７００：３Ｍ製）に、階調を有するイエロートナーの未定着画像を得た。
得られたものを定着ローラーの表面がフッ素系樹脂である外部定着器（オイル塗布機能な
し；ローラー径４０ファイ）にて、定着温度１８０度、プロセススピード３５ｍｍ／ｓｅ
ｃで、定着画像を得た。得られた定着画像の画像濃度０．５－０．６ｍｇ／ｃｍ2の箇所
の透過率を測定した。透過率の測定は、島津自己分光光度計ＵＶ２２００（島津製作所社
製）を使用し測定した。そして、トランスペアレンシーシート単独の透過率を１００％と
し、６００ｎｍでの最大吸収波長における透過率を測定した。
【０２４８】
なお、下記の基準で評価した。
【０２４９】
○　；透過率が、８０％以上
○△；透過率が、６５％以上８０％未満
△　；透過率が、５０％以上６５％未満
×　；透過率が、５０％未満
また、フルカラー画像におけるトランスペアレンシート透過性の評価は、上記イエロート
ナーと同様の方法で、レッド、ブルーの定着画像を得、それを白色壁面に投影させたとき
の透過画像を以下の基準で目視により行った。
【０２５０】
○　；非常に透明感のある画像
○△；透明感はあるが若干くすんだ暗い画像
△　；若干透明感に欠けかつくすんだ画像
×　；暗く透明感がなく、くすんだ画像
トナー高温放置劣化の測定
トナーを４０℃の環境下に３日間放置する前後における摩擦帯電量の変化により、高温放
置による劣化の程度を評価した。摩擦帯電量および評価基準は以下の如くである。
【０２５１】
トナーの２成分摩擦帯電量はブローオフ法に基づいて測定する。図１はトナーの２成分摩
擦帯電量を測定する装置の説明図である。先ず、底に６３５メッシュのスクリーン３のあ
る金属製の測定容器２に摩擦帯電量を測定しようとするトナーとキャリアの振とうされた
混合物を約０．２ｇを入れ金属製のフタ４をする。このときの測定容器２全体の重量を秤
りＷ１（ｇ）とする。次に、吸引機１（測定容器２と接する部分は少なくとも絶縁体）に
おいて、吸引口７から吸引し風量調節弁６を調整して真空計５の圧力を２．５×１０3Ｐ
ａとする。この状態で充分、好ましくは２分間吸引を行いトナーを吸引除去する。このと
きの電位計９の電位をＶ（ボルト）とする。ここで８はコンデンサーであり容量をＣ（μ
Ｆ）とする。吸引後の測定容器全体の重量を秤りＷ２（ｇ）とする。このトナーの摩擦帯
電量（ｍＣ／ｋｇ）は下式の如く計算される。
【外２７】
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【０２５２】
なお、トナーとキャリアの混合比は２：９８とし、キャリアはアクリルコートされたフェ
ライトキャリアを用いた。なお、測定環境は、高温高湿環境（３０℃／８０％ＲＨ）とし
、放置時間は１２から１８時間とする。
【０２５３】
測定手順
同処方のサンプルを２つ用意し、
（１）所定時間サンプルを放置した後、１５０回振とうして帯電量を測定する。
【０２５４】
（２）サンプルを４５℃環境下に５日間放置した後、（１）と同様の操作により帯電量を
測定する。
【０２５５】
○　：測定値（１）－測定値（２）の絶対値が０以上７ｍＣ／ｋｇ未満。
【０２５６】
○△：測定値（１）－測定値（２）の絶対値が７以上１４ｍＣ／ｋｇ未満。
【０２５７】
△　：測定値（１）－測定値（２）の絶対値が１４以上２０ｍＣ／ｋｇ未満。
【０２５８】
×　：測定値（１）－測定値（２）の絶対値が２０ｍＣ／ｋｇ以上
なお、実施例及び比較例記載のトナーの帯電量測定値（１）は、全て－２５から－３５ｍ
Ｃ／ｋｇに入り、初期画像を出すには支障が無いものであった。
【０２５９】
以下、本発明を実施例により具体的に説明するが、これは、本発明になんら限定するもの
ではない。なお、以下の配合における部数は、特に説明のない場合は質量部である。
【０２６０】
（実施例１）
反応容器中のイオン交換水１００００質量部に、０．１Ｍ－Ｎａ3ＰＯ4水溶液１００質量
部ならびに１Ｍ－ＨＣｌ水溶液を８５質量部投入し、Ｎ2パージしながら６３℃で６０分
保温した。ＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業製）を用いて、１００００ｒｐｍにて攪拌
しながら、１．０Ｍ－ＣａＣｌ2水溶液６０質量部を一括投入し、ｐＨ＝６．５のリン酸
カルシウム塩を含む水系媒体を調製した。
【０２６１】
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０質量部
・ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　２０質量部
・イエロー着色剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７質量部
・式（Ｉ）で現されるヒドロキシカルボン酸とＡｌとの化合物
（カウンターイオン　Ｋ＋）　　　　　　　　　　　　１．０質量部
・縮合系樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
（［飽和ポリエステル（テレフタル酸－プロピレンオキサイド
変性ビスフェノールＡ、酸価９、ピーク分子量６０００）］）
・エステルワックス（離型剤Ｎｏ．５）　　　　　　　　　１５質量部
・架橋剤（ジビニルベンゼン）　　　　　　　　　　　０．２５質量部
別容器中で上記材料を６３℃に保温し、ＴＫ方式ホモミキサー（特殊機化工業製）を用い
て、１００００ｒｐｍにて均一に溶解、分解した。これに、重合開始剤２，２′－アゾビ
ス（２，４－ジメチルバレロニトリル）４質量部を溶解し、重合性単量体組成物を調製し
た。
【０２６２】
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反応容器中の前記水系媒体中に上記重合性単量体組成物を投入し、６３℃，Ｎ2パージ下
において、ＴＫ式ホモミキサーにて１００００ｒｐｍで１０分間攪拌し、重合性単量体組
成物を造粒した。その後、パドル攪拌翼で攪拌しつつ６３℃で６時間、さらに８５℃に昇
温し、９時間反応させた後、８５℃で蒸留を行った。
【０２６３】
重合反応終了後、反応容器を冷却し、塩酸を加えリン酸カルシウム塩を溶解させた後、ろ
過，水洗，乾燥をして、イエロートナー粒子を得た。このイエロートナー粒子の断面をＴ
ＥＭにより観測したところ、図２に示すように離型剤が外殻樹脂で良好に内包化されてい
ることが認識できた。
【０２６４】
得られたイエロートナー粒子１００質量部と、ＢＥＴ法による比表面積が１００ｍ2／ｇ
である疎水性酸化チタン微粉体１．５質量部とを混合し、負摩擦帯電性のイエロートナー
を得た。得られたイエロートナーの円相当個数平均径Ｄ1は４．６μｍであった。
【０２６５】
このイエロートナー５質量部に対し、アクリルコートされたフェライトキャリア９５質量
部を混合して現像剤を調整し、図５に示すような中間転写体を搭載したフルカラー複写機
（クリエイティブプロセッサー６６０，キヤノン製）の改造機を用いて、補給によるイエ
ロートナーの画出し試験を行った。
【０２６６】
上記トナーの処方を表１に、トナーの物性を表３に、測定結果を表５にそれぞれ示す。
【０２６７】
（実施例２乃至５）
表１に示すトナー処方以外は実施例１と同様な実験を行いイエロートナーを製造し、表３
にトナー物性を、表５に記載のトナー測定結果を示す。
【０２６８】
（実施例６）
造粒時温度を７５度、および造粒後７５℃で反応を６時間行うこと以外は実施例１と同様
にし、表１に示すトナー処方にてイエロートナーを製造する。表３にトナー物性を、表５
に記載のトナー測定結果を示す。
【０２６９】
（実施例７）
造粒時温度を８５度、および造粒後８５℃で反応を１５時間行い、その後の昇温を行わな
いこと以外は実施例１と同様にし、表１に示すトナー処方にてイエロートナーを製造する
。表３にトナー物性を、表５に記載のトナー測定結果を示す。
【０２７０】
（実施例８）
１Ｍ－ＨＣｌ水溶液を添加せず、ｐＨ＝１０．２の水系媒体とする以外は実施例１と同様
にし、表１に示すトナー処方にてイエロートナーを製造する。表３にトナー物性を、表５
に記載のトナー測定結果を示す。
【０２７１】
（実施例９）
表１に示すトナー処方以外は実施例１と同様な実験を行いイエロートナーを製造し、表３
にトナー物性を、表５に記載のトナー測定結果を示す。
【０２７２】
（実施例１０）
表２に示すトナー処方以外は実施例１と同様な実験を行いイエロートナーあるいはマゼン
タトナーあるいはシアントナーあるいはブラックトナーを製造し、表４に記載のトナー物
性を得た。得られた４色のトナーは、実施例１と同様にして現像剤を調整し図３に示す二
成分現像方法を用いて、図５に示す中間転写体を搭載したフルカラー複写機（クリエイテ
ィブプロセッサー６６０，キヤノン製）の改造機により、フルカラー画像の画出し試験を
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行った。
【０２７３】
測定結果を表６にそれぞれ示す。
【０２７４】
（実施例１１）
表２に示すトナー処方以外は実施例１と同様な実験を行いイエロートナーあるいはマゼン
タトナーあるいはシアントナーあるいはブラックトナーを製造し、表２に記載のトナー物
性を得た。得られた４色のトナーは、図６に示す非磁性一成分現像方法を用いて、図５に
示す中間転写体を搭載したフルカラー複写機（クリエイティブプロセッサー６６０，キヤ
ノン製）の改造機により、フルカラー画像の画出し試験を行った。
【０２７５】
測定結果は表６に示す。
【０２７６】
（比較例１乃至２）
表１に示すトナー処方以外は実施例１と同様な実験を行いイエロートナーを製造した。表
３にトナー物性を、表５にトナー測定結果を示す。
【０２７７】
（比較例３）
造粒時温度を５５度、造粒後５５℃で反応を６時間行うこと、および重合開始材を２質量
部にする以外は実施例１と同様にし、表１に示すトナー処方にてイエロートナーを製造す
る。表３にトナー物性を、表５に記載のトナー測定結果を示す。
【０２７８】
（比較例４）
・プロポキシ化ビスフェノールとフマル酸を
縮合して得られたポリエステル樹脂　　　　　　　　１００質量部
・イエロー着色剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６質量部
・ヒドロキシカルボン酸とＡｌとの化合物
（カウンターイオン　Ｋ＋）　　　　　　　　　　　　　　４質量部
・エステルワックス（離型剤Ｎｏ．５）　　　　　　　　　　２質量部
これ以外は表１に示すトナー処方を用い、ヘンシェルミキサーにより十分予備混合を行い
、２軸式押出し機で溶融混練し、冷却後ハンマーミルを用いて約１～２ｍｍ程度に粗粉砕
し、次いでエアージェット方式による微粉砕機で微粉砕した。さらに分級してイエロート
ナー粒子を得た。得られたイエロートナーの円相当個数平均径Ｄ1４．４μｍであった。
表３にトナー物性を、表５に記載のトナー測定結果を示す。
【０２７９】
（比較例５乃至６）
表１に示すトナー処方以外は実施例１と同様な実験を行いイエロートナーを製造した。表
３にトナー物性を、表５にトナー測定結果を示す。
【０２８０】
（比較例７）
表２に示すトナー処方以外は実施例１と同様な実験を行いイエロートナーあるいはマゼン
タトナーあるいはシアントナーあるいはブラックトナーを製造し、表４に記載のトナー物
性を得た。得られた４色のトナーは、実施例１と同様にして現像剤を調整し図３に示す二
成分現像方法を用いて、図５に示す中間転写体を搭載したフルカラー複写機（クリエイテ
ィブプロセッサー６６０，キヤノン製）の改造機により、フルカラー画像の画出し試験を
行った。測定結果を表６にそれぞれ示す。
【０２８１】
（比較例８）
表２に示すトナー処方以外は実施例１と同様な実験を行いイエロートナーあるいはマゼン
タトナーあるいはシアントナーあるいはブラックトナーを製造し、表４に記載のトナー物
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性を得た。得られた４色のトナーは、図６に示す非磁性一成分現像方法を用いて、図５に
示す中間転写体を搭載したフルカラー複写機（クリエイティブプロセッサー６６０，キヤ
ノン製）の改造機により、フルカラー画像の画出し試験を行った。測定結果は表６に示す
。
【０２８２】
（比較例９）
表２に示すトナー処方以外は実施例１と同様な実験を行いイエロートナーあるいはマゼン
タトナーあるいはシアントナーあるいはブラックトナーを製造し、表４に記載のトナー物
性を得た。得られた４色のトナーは、実施例１と同様にして現像剤を調整し図３に示す二
成分現像方法を用いて、図５に示す中間転写体を搭載したフルカラー複写機（クリエイテ
ィブプロセッサー６６０，キヤノン製）の改造機により、フルカラー画像の画出し試験を
行った。測定結果を表６にそれぞれ示す。
【０２８３】
【表１】
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【０２８４】
【表２】
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【０２８５】
【表３】
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【０２８６】
【表４】
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【０２８７】
【表５】
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【０２８８】
【表６】

【０２８９】
【発明の効果】
本発明は、少なくとも結着樹脂、着色剤、離型剤、及び下記式（Ｉ）で示されるヒドロキ
シカルボン酸と２価又は３価の金属との化合物を含有するトナーおよびフルカラー画像形
成方法であって、該着色剤がＣ．Ｉ．ｄｉｓｐｅｒｓｅ　Ｙｅｌｌｏｗ　４２，６４，２
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０１，および２１１からなるグループから選択されるイエロー着色剤であり、該トナーの
テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）の可溶成分のゲルパーミエーションクロマトグラフィー（
ＧＰＣ）における重量平均分子量が１００００乃至６０００００であり、且つ、フロー式
粒子像測定装置で計測される該トナーの平均円形度が０．９２０乃至０．９９５で、円形
度標準偏差が０．０４０未満であることにより、ＯＨＰ（オーバーヘッドプロジェクター
）のイエロー投影画像の透明性が優れ、高温高湿における転写性が良好で、高温環境下に
曝されても劣化が少なく、さらに２次色以上の重ねあわせにおいても、ＯＨＰ（オーバー
ヘッドプロジェクター）のフルカラー投影画像の透明性の優れたトナーおよび画像形成方
法画像を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】トナーのトリボ電荷量を測定する装置の概略的説明図である。
【図２】離型剤が外殻樹脂に内包化されているトナー粒子の断面の模式図である。
【図３】本発明のトナーが適用され得る現像装置の概略図である。
【図４】フルカラー又はマルチカラーの画像形成方法を説明するための概略図である。
【図５】中間転写体使用の画像形成方法の概略図である。
【図６】非磁性一成分現像装置を示す概略図である。
【図７】磁性一成分現像装置を示す概略図である。
【図８】磁性一成分現像装置を示す概略図である。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図８】
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